
青森県ＤＸ推進プラン関連事業

ロードマップ

令和６年度



項目 事 業 名

商
工
業
・・サ
ー
ビ
ス
業

1
食品事業者等デジタルマーケティング活用販路
拡大支援事業

2
中小企業等グリーントランスフォーメーション
（ＧＸ）推進事業

3
デジタルトランスフォーメーション推進事業
（総合的支援体制）

4
デジタルトランスフォーメーション推進事業
（人財育成・確保）

5
協働ロボットを活用した三八地域ものづくり企業
支援事業

農
林
水
産
業

6 大型野生獣管理対策推進事業
7 あおもり「農業ＤＸ」推進事業
8 物価高騰対応「スマート農業機械」導入促進事業

9
環境負荷低減による持続可能な農業実践拡大
事業

10 鳥獣被害防止対策実施体制強化事業

11 衛星ナビ高品質米安定生産事業

12 大豆安定生産技術向上支援事業

13 青森りんご先端技術導入事業

14 マーケット対応型和牛生産対策事業

15 林業・木材産業デジタルシフト推進事業

16 農業農村整備ＤＸ推進事業

17 陸奥湾海況自動観測システム更新整備事業

18 三八地域肉用子牛生産推進事業

19 稼げる「西北型水田農業」定着加速化事業

20
「西北のハンデ克服」リモート技術を活用した
肉用牛生産推進事業

21 躍進しもきた新規就農者所得アップ支援事業

22 下北の持続的水田農業構築事業

観
光
業

23 まるごとあおもりクロスメディア展開事業

24 ＤＸによる青森ファン関係強化推進事業

25 古津軽ブランド魅力向上事業

働
き
方

26 成長産業対応型誘致促進事業

27 仕事と家庭のジェンダーギャップ解消事業

28 西北地域の未来をつくるデジタル人財育成事業

項目 事 業 名

医
療
・福
祉

29 へき地オンライン診療支援対策事業

30 オンライン診療設備整備費補助

31 公衆衛生ＤＸ推進事業

32 ＩＣＴを活用した高齢者の見守り体制構築事業

33 つくる・つながる・つどいの場活性化事業

34 介護テクノロジー導入支援事業費補助

35
モバイルICTによる救急医療情報共有体制
整備事業

36 へき地等地域医療支援対策事業

37 障害福祉施設等介護ロボット導入支援事業

38
PHRを活用した次世代型地域医療連携システ
ム整備事業

子
育
て

39 児童養護施設等ＩＣＴ化推進事業

40 認可外保育施設ＩＣＴ化推進等事業

学
校
教
育

41
校務のＩＣＴ活用推進事業
（統合型校務支援システム運用事業）

42 学校ＤＸスタートアップ事業

43
高等学校におけるＩＣＴを活用した資質・能力を
育む授業づくり推進事業

44
特別支援学校におけるＩＣＴを活用した自立と
社会参加を目指す学びの推進事業

45 公立学校における教育改革支援事業

交通 46 地域交通ＡＸ推進事業

安
全
・安
心

47 サイバー事案に対する県民の対処能力向上事業

48 青少年のネットセーフティ加速化事業

49 デジタルデバイド対策事業

防災・
危機
管理

50 特定家畜伝染病防疫システム構築事業

51 人口減少時代の危機管理体制構築事業

イ
ン
フ
ラ

52 あおもりＩＣＴ施工実践推進事業

53 スマートＡｏｍｏｒｉコンストラクション推進事業

54
道路施設適正管理推進事業
（道路舗装点検・管理業務のDX構築）

その他 55 暮らし・まちのＤＸ創出基盤構築事業

■産業・しごと分野（28事業）

項目 事 業 名

利
便
性
の

向
上

56 電子入札・電子収納導入調査事業

57 ウェブ広報発信力向上事業

質
の
高
い
自
治
体
運
営

58 内部管理業務DX推進事業

59 市町村ＤＸ加速化推進事業（市町村課分）

60 県有財産管理業務デジタル化推進事業

61 営繕業務デジタル化推進事業

62 自治体DX推進事業

63 政策形成データイノベーション推進事業

64 統計情報利活用推進事業

65 立入検査デジタル化事業

66 生活保護システム標準化移行事業

67
児童扶養手当システム標準化・共通化関連システ
ム改修

68
市町村ＤＸ加速化推進事業費
（選挙管理委員会事務局分）

69 公文書のデジタル化推進事業

70 警察業務のデジタル化

質
の
高
い
自
治
体
運
営
・

利
便
性
の
向
上

71 県庁版ＢＰＲ加速化事業

72 県庁スマートワーク推進事業

73 税務ＤＸ関連事業

74 財務会計システムDX推進事業

セキュ
リティ 75 情報セキュリティ対策推進事業

■暮らし・まち分野（27事業） ■行政経営分野（21事業）

事 業 名

76 議会事務のＩＣＴ化推進事業

(参考事業）



令和６年度DX関連事業ロードマップ Ｎｏ． 1

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

21,552 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

計画

実績

地域産業課

食品事業者等デジタルマーケティング活用販路拡大支援事業

商工業・サービス業産業・しごと分野

どう変わるか

商工労働部

デジタル活用によって

担当課等

県内食品事業者等のデジタルマーケティング活用を支援するとともに、マーケットの変化・動きを踏まえながら、ＥＣサイトや大規模展示商談会等を活用した
販路拡大を図る。

現状・課題

・ＥＣ市場が拡大する中、SNSを活用し
た情報発信や売上向上に向けたデジタ
ルマーケティング活用の方法が分から
ない等の事業者の声がある。
・地域産品を巡る競争が激化する中、市
場動向や消費者データ等を把握し、適
切なマーケティングを行い、販路拡大を
図る必要がある。

デジタルマーケティング（ＤＭ）
推進・活用事例普及等

取　　　組

県内事業者のＷＥＢ・ＳＮＳ運用などを分析するこ
とで、消費者や見込顧客が取った行動や属性デー
タなどを把握・活用するデジタルマーケティング手
法を推進する。

R9R8R7R6

効率的・効果的な宣伝・販売戦略を構築し、県内事
業者の販売力・収益力の強化が図られる。

R10

①ＤＭ推進に向けた調査 ①ＤＭ推進 ①ＤＭ推進

②ＤＭ活用事例普及 ②ＤＭ活用事例普及 ②ＤＭ活用事例普及
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

167,449 重点枠事業 ○ 将来対応分 ○
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

R8

地域産業課

中小企業等グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）推進事業

商工業・サービス業産業・しごと分野

どう変わるか

商工労働部

デジタル活用によって

担当課等

カーボンニュートラル実現に向けた対応を成長の機会として捉え、県内中小企業においても、脱炭素に向けた動きに遅れることなくＧＸを推進するため、Ｇ
Ｘに向けた意識啓発、経営戦略の策定支援、設備導入支援やグリーン成長戦略関連産業への参入支援を実施し、企業価値・競争力の向上を図る。

現状・課題

R10R7R6

・世界的な脱炭素の機運が高まる中、国
内外の企業がカーボンニュートラル実現
に向けた対応を表明し、県内中小企業
を含めたサプライチェーン全体での脱
炭素化を進める動きが広がっており、
脱炭素化に向けた動きに遅れることな
くＧＸを推進し、企業価値・競争力の向
上を図ることが必要である。
・県内中小企業が脱炭素に向けて取り
組む上で、「専門知識・ノウハウの不
足」、「対応コスト」等が課題となってい
る。

脱炭素化・カーボンニュートラ
ル関連設備導入経費への補助

取　　　組

デジタル技術を活用した脱炭素化と生産性向上の
両立に資する設備の導入を支援する。

県内中小企業のＧＸが推進し、企業価値・競争力の
向上が図られる。

R9

①設備導入経費への補助

②セミナーでの取組事例の紹介

①

②

①

②

①

②

①

②



令和６年度DX関連事業ロードマップ Ｎｏ． 3

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

60,876 重点枠事業 ○ 将来対応分 ○
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

ＤＸ戦略の策定に取り組んで
いる企業の支援（ＤＸコーディ
ネーター伴走支援）

・「DXの必要性は認識しているものの、何
から始めたらよいかわからない」事業者が
多数存在している。
・社会全体のＤＸが進展する中で、県内事業
者がビジネス環境の変化に対応することが
重要となっている。

R7R6

青森県ＤＸ総合窓口の運営

取　　　組

事業者からの相談受付、専門家による伴走支援、
ＤＸに関する普及・啓発など、ワンストップで対応
する総合窓口により、事業者の支援を行う。

人口減少下においても、デジタル技術の活用により
生産性が向上するとともに、新ビジネスの創出や経
営革新の進展が図られ、社会経済情勢の変化に柔
軟に対応できる足腰の強い経営基盤が構築され
る。

R10

産業・しごと分野

どう変わるか

商工労働部

デジタル活用によって

担当課等

現状・課題

デジタルトランスフォーメーション推進事業
（総合的支援体制）

事業者からの相談受付や伴走支援、コンサルティングまでワンストップで対応する総合窓口を運営し、県内事業者の新ビジネス創出や生産性向上等に向け
て支援するとともに、ＤＸに関する普及啓発に取り組むことで、産業分野のDXを推進する。

新産業創造課商工業・サービス業

R8 R9

相談対応

フォーラム

きっかけづくりセミナー(全８回) きっかけづくりセミナー きっかけづくりセミナー きっかけづくりセミナー きっかけづくりセミナー

国の経費助成を活用

伴走支援 伴走支援 伴走支援 伴走支援 伴走支援

経費助成

支援機関の取組に移行
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

19,026 重点枠事業 ○ 将来対応分 ○
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

R7R6

デジタル人財の確保

新産業創造課商工業・サービス業産業・しごと分野

どう変わるか

商工労働部

デジタル活用によって

担当課等

現状・課題

デジタルトランスフォーメーション推進事業
（人財育成・確保）

県内産業のDXを推進するため、デジタル技術について、実践的な知識や技術の習得を支援する研修を開催してデジタル人財を育成する。また、学生への出
前授業や業界研究会を開催することで、県内IT企業への関心を高めるとともに、首都圏デジタル人財との交流を通じて、人財の確保や協業の促進に取り組
む。

R10R9

多数の県内企業が「DX・IT関連の人財
不足」や「企業内の人財育成」等の課題
を抱えており、県内産業のデジタル化を
図るためにはデジタル人財の育成及び
確保が必要となっている。

・社内におけるシステム開発やセキュリティ対策に
ついての研修を開催する。
・大学・専門学校等における業界研究会や、高等学
校におけるＩＴ分野の出前授業、県外在住のデジタ
ル人財と県内ＩＴ企業との交流会、本県でのテレ
ワーク体験を実施する。

デジタル人財の育成と県内定着及び還流が促進さ
れ、デジタル人財が身近にいる環境が整う。

デジタル人財の育成

取　　　組 R8

デジタル技術体験研修

セキュリティセミナー

ビジネスデータ活用

実践ワークショップ

セキュリティセミナー セキュリティセミナー セキュリティセミナー セキュリティセミナー

国の取組状況を踏まえ、より効果的な支援策を検討ビジネスデータ活用

実践ワークショップ

大学・専門学校等業界研究会 大学・専門学校等業界研究会 大学・専門学校等業界研究会 大学・専門学校等業界研究会 大学・専門学校等業界研究会

首都圏デジタル人財との交流 首都圏デジタル人財との交流 首都圏デジタル人財との交流 首都圏デジタル人財との交流 首都圏デジタル人財との交流

高等学校への出前授業 高等学校への出前授業 高等学校への出前授業 高等学校への出前授業 高等学校への出前授業
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

4,217 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R4
事業
終期

R6

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

R7R6

ロボット専門人財の育成支援

ロボットシステムモデル構築に
よる導入促進

三八地域では、労働力の確保や生産性
向上への対応が経営課題となっている
企業が多く見受けられる。

ロボット活用に向けた普及啓
発

取　　　組

地域企業がロボットの導入効果や導入の進め方へ
の理解を深められる機会づくりや協働ロボットを
活用できる人財を育成する。

ロボットを導入する企業が増加し、人手不足への対
応が可能となるとともに、生産性向上により収益力
が向上する。また、ロボットの導入を支援できる人
財が育成され、支援体制の充実が図られる。

R9R8

地域連携部

協働ロボットを活用した三八地域ものづくり企業支援事業

商工業・サービス業産業・しごと分野

どう変わるか

三八地域県民局

デジタル活用によって

担当課等

協働ロボットを活用した三八地域のものづくり企業の生産性向上を目的に、普及促進に取り組むための検討会を設置し、製造業界全体の機運醸成を図ると
ともに、ロボット専門人財の育成、ロボットシステムのモデル構築による導入促進に取り組む。

現状・課題

R10

構築したモデル等を活用し企業のロボット導入相談支援を進める

企業における人材育成支援の取組を検討

ロボットシステムモデルの構築

各研修会の開催

利活用促進検討会の運営

普及啓発セミナーの開催
他機関と連携し必要な普及啓発の取組を検討
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

29,686 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

計画

実績

R7R6

・見回り作業の省力化により経費・人員が削減され
る。
・錯誤捕獲対応に伴う人身事故のリスク及び錯誤
捕獲個体の負傷リスクが軽減される。
・収集したデータを検証・分析することで、効果的な
管理対策が推進される。

R10R9R8

自然保護課

大型野生獣管理対策推進事業

農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

環境生活部

デジタル活用によって

担当課等

大型野生獣の管理対策を推進するため、デジタル技術を活用した捕獲技術の実証・普及のほか、生息調査や捕獲、担い手対策を実施する。

現状・課題

ニホンジカやイノシシなど個体数管理が
必要な大型獣の管理対策を担っている
狩猟者の減少・高齢化

デジタル技術を活用した「くく
りわな」の実証・普及

取　　　組

「わな」に捕獲された情報が狩猟者にリアルタイム
で通知されるシステムの実証・普及を図る。

③報告会

②研修会

①実証

③報告会

②研修会

①実証

③報告会

②研修会

①実証
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

25,734 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

R7R6

農業デジタル人財の確保・育
成

データ駆動型の普及指導体制
の構築

・労働力不足の深刻化などにより、従来
の農作業体系では、農地面積や生産量
を維持することが困難となっている。
・そのため、農業のデジタル技術に精通
した民間企業等と連携し、農作業体制
のＤＸ化及び効率的な普及指導体制の
構築が必要である。

あおもり「農業ＤＸ」の実証

取　　　組

・デジタル技術を活用し農作業の効率化や農業利
益の最大化に向けた実証事業を実施する。
・デジタル技術を活用している先進地の情報を収
集し、発信する。
・各種デジタルツールを活用し、データ駆動型の普
及指導体制を構築する。

・農業分野におけるデジタル人財の育成・確保さ
れ、本県に適した農業ＤＸが実現し、人口減少下に
あっても本県農業が持続的に発展していく。

R9R8

農林水産政策課

あおもり「農業ＤＸ」推進事業

農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

農林水産部

デジタル活用によって

担当課等

本県に適した農業ＤＸを実現するため、生産者や研究機関、民間企業等で構成するコンソーシアムによるデジタル技術の実証を進めるとともに、農業デジタ
ル人財の確保・育成及びデータ駆動型の普及指導体制の構築に取り組む。

現状・課題

R10

①ｺﾝｿｰｼｱﾑ公募

②現地実証

①動画の作成・活用

②セミナー

①先進国視察

③人財育成研修
より効果的な施策を実施

より効果的な施策を実施

より効果的な施策を実施

①

②

③

①

②

③

③実証結果の検討 ③ ③

③データ駆動型の現地指導手法の実証

②個別農業者への指導記録のデータベース化及び新たな普及指導体制の検討・構築
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

1,000,000 重点枠事業 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

未定

概　　　　　　要

計画

実績

R7R6

・長引く物価高騰で農業経営の悪化が
懸念されているほか、労働力不足によ
り、従来の農作業体系では、農地面積や
生産量の維持が困難となっている。
・農業ＤＸの実現に向けた事業構造の転
換、スマート農業機械の導入支援が必
要である。

スマート農業機械の導入支援

取　　　組

・デジタル技術を活用したスマート農業機械の導入
を支援する。

・本県に適した農業DXを実現することで、農作業
の効率化等による所得向上が図られ、人口減少下
にあっても本県農業が持続的に発展していく。

R9R8

農林水産政策課

物価高騰対応「スマート農業機械」導入促進事業

農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

農林水産部

デジタル活用によって

担当課等

長引く物価高騰に対応し、本県に適した農業ＤＸを実現していくため、経営の継続・発展に取り組む農業者がスマート農業機械の導入に要する経費の２分の
１を補助する。

現状・課題

R10

①実施者募集

②補助金事務
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

16,391 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

計画

実績

土壌診断のデジタル化と分か
りやすい指導

・土づくりの現場では、熟練した農業者
の高齢化、経験豊富な指導員の減少が
進行している。
・肥料価格の高騰により生産コストが上
昇している中で、肥料コスト低減につな
がる適正施肥等の分かりやすい指導が
必要である。

・土壌診断データをオープンデータ化し、土づくり
の問題点等を農業者と共有することで、土壌環境
を改善するための指導を強化する。

・土づくりの経験が浅い農業者であっても、肥料コ
スト低減を図りながら良質な農産物を安定的に生
産できるようになり、農業所得が向上する。

取　　　組 R6 R7 R8 R9 R10

食の安全・安心推進課

土壌診断に基づく土づくりと環境にやさしい農業の取組拡大により、消費需要に応えられる安全・安心で良質な農産物の安定供給と農業所得の維持・向上
を図る。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

環境負荷低減による持続可能な農業実践拡大事
業

産業・しごと分野 農林水産業 農林水産部 担当課等

①土壌化学性分析ＤＢの

オープンデータ化

②施肥設計支援システムの機能

拡充に係るアンケート調査

運用※新規データの効率的な取込方法の検討

②施肥設計支援システムの

機能拡充実装
サービスの実装

③土壌の総合診断結果と収

量・品質データの収集

③土壌診断結果と収量・品

質データの収集、相関分析、

モデル指標の公開

③土壌の総合診断結果と収

量・品質データの収集
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

31,000 重点枠事業 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

計画

実績

食の安全・安心推進課

野生鳥獣による農作物被害を効果的・効率的に防止するため、ICT等を活用した捕獲技術等の実証・普及などに取り組み、鳥獣被害防止対策体制を強化す
る。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

鳥獣被害防止対策実施体制強化事業

産業・しごと分野 農林水産業 農林水産部 担当課等

・本県において農作物被害が多いカラ
ス、ニホンザルのほか、新規侵入鳥獣で
あるイノシシ、ニホンジカの被害の急
増、ツキノワグマによる人的被害や果樹
の食害などが増加していることから、そ
の侵入防止、監視・捕獲等の対策の強化
が必要となっている。

・ＧＰＳ発信器を活用したカラスの追跡調査によ
り、行動域等の被害防止対策に係る基礎データを
収集する。
・ICTを利用した大型檻の遠隔監視・操作システム
によるイノシシ、ニホンジカ、ニホンザルの捕獲実
証を行い、群れ単位での多頭捕獲による捕獲の効
率化、捕獲技術の熟練を必要としない捕獲方法を
確立する。
・危険を伴うツキノワグマの被害対策に対し、ICT
を活用した日中・夜間の追い払い方法を確立し、農
作物被害低減を図るとともに農業者の安全性を確
保する。

・ICTを活用した効率的な野生鳥獣の侵入防止、監
視・捕獲技術を確立することで、市町村が農作物被
害の低減対策を行う上でのモデルとなり、県内の
鳥獣被害の防止対策が強化される。

取　　　組 R6 R7 R8 R9 R10

ICTを活用した効率的な野生
鳥獣の侵入防止、監視・捕獲技
術実証

①カラス行動域調査

②ニホンザル有害個体の捕獲・侵入防止技術実証

③果樹園におけるツキノワグマ監視・撃退・捕獲等技術実証

④ＩＣＴを活用したイノシシ・ニホンジカ遠隔捕獲技術実証

実証した技術の普及

※市町村等へ実証結果を

情報共有

カラス被害防止対策の

基礎データとして活用

⑤現地研修等 ⑤
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

20,967 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

R7R6

「衛星ナビ」を活用した高精度
な生産指導

良食味・高品質生産に向けた
指導力の向上と生産者の意識
啓発

・新品種を含めた県産米全体の底上げ
を図るため、より精度の高い生育診断
技術や収穫適期情報が必要である。
・デジタルデータを活用できる指導者等
の育成と、生産者の良食味米生産の気
運醸成が必要である。

水田１枚ごとの適正な生育診
断を行う指導ツールの実用化
及び収穫適期マップの多品種
への展開

取　　　組

・衛星ナビを活用した水田１枚ごとの精度の高い
生育診断や収穫適期の判断に活用できる指導
ツールの実用化を図る。
・上記指導ツールを含む、デジタルデータを活用で
きる指導者を育成する。

・「青天の霹靂」の生産においては、品質（玄米タン
パク質含有率）と収量の安定確保により生産者の経
営が安定する。
・その他の品種についても、指導ツールの活用と生
産者の意識向上により、良食味・高品質米の安定生
産がなされ、「あおもり米」全体の評価が向上する。

R9R8

農産園芸課

衛星ナビ高品質米安定生産事業

農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

農林水産部

デジタル活用によって

担当課等

あおもり米のブランド価値向上を図るため、人工衛星画像とデジタル技術を駆使した生産支援ナビの開発と当該ナビを用いた高精度な生産指導、食味コン
クールによる生産者の気運醸成を通じて高品質・良食味米の安定生産を確実なものとする。

現状・課題

R10

地域生産指導ＰＴによるデジタル指導ツールを活用した生産指導の実施

デジタル指導ツールを活用した指導者養成研修の実施

指導ツール、収穫マップの開発

開発ツールの試験運用と改良

一部本格運用の開始

食味評価スキル向上研修の実施

良食味コンクールの開催
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

3,902 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R5
事業
終期

R7

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

R10

農産園芸課

大豆安定生産技術向上支援事業

農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

農林水産部

デジタル活用によって

担当課等

大豆の単収・品質向上のため、各地域が抱える低収要因への対策技術の実証を行い、普及展開を図る。また、労働力不足に対応するため、スマート農機を体
系的に利用した省力化技術の現地実証を行う。
さらに、生産者、指導機関、実需者等が、新たな生産技術等の情報を共有する場を設定する。

現状・課題

・規模拡大によるオペレータ不足や水稲
作業との競合から適期作業が困難にな
り、収量・品質が低下している。
・スマート農業技術等を有効に活用でき
る生産者、指導者の育成が必要である。

スマート農業技術体系利用の
実証

取　　　組

・デジタル技術を活用したスマート農業技術の利用
により作業の高精度化、省力化を図る。
・スマート農業技術等を有効に活用できる生産者、
指導者を育成する。

・大豆栽培においてスマート農業技術が定着するこ
とで、生産者の適期作業が可能となり、収量、品質
が向上し、経営が安定する。

R9R8R7R6

低収要因対策技術展示ほの設
置による技術の実証と普及

新技術や新品種導入に向けた
指導力の向上と生産者の意識
啓発

①現地実証

②導入事例の取りまとめ

①現地実証

②検討会の実施

①試験研究機関との意見交換会の開催

②情報交換会の開催
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

38,150 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

計画

実績

りんご果樹課

青森りんご先端技術導入事業

農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

農林水産部

デジタル活用によって

担当課等

りんご生産量の堅持と産地の持続的発展に向けて、高密植わい化栽培専用苗木の生産体制強化や新規就農者の定着支援、スマート農業技術等の実証、新
品種の早期開発に取り組む。

現状・課題

・青森りんごの生産については、高齢化
の進行等による労働力不足が課題であ
り、りんごの生産量４４万トンの維持の
ため、スマート農業技術等を活用した、
生産性向上の検討が必要である。

スマート農業技術等の検証

取　　　組

・樹形が単純で植栽が直線的なことから作業性が
高い高密植わい化栽培と作業機械を組み合わせ
ることで、現在のりんご栽培体系の省力化を進め
る。
・りんご収穫作業等の省力化に向けた機械を開発
する。

R9R8R7R6

・スマート農業技術の活用により、りんごの生産性
が向上し、りんご生産量４４万トンの維持につなが
る。

R10

①省力機械の開発

効果の実証、作業の機械化や高密植技術の促進②高密植わい化栽培と

スマート農業技術等の

先進モデル園設置

②先進モデル園を活用

した高密植技術や機械作

業の展示

① ①

②

③開発中の省力機械の

実証試験
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

17,304 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

R6

概　　　　　　要

計画

実績

R8

畜産課

マーケット対応型和牛生産対策事業

農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

農林水産部

デジタル活用によって

担当課等

あおもり和牛の脂肪の質と形状に関するデータ集積や実証試験を実施し、市場ニーズに対応した牛肉の生産対策を進めるとともに、農場ＨＡＣＣＰ等の認証
取得や全国和牛能力共進会の上位入賞対策を実施することにより、あおもり和牛の認知度を向上させ、農業所得の向上を図る。

現状・課題

R10R7R6

・食の安全に対する消費者意識が高
まっており、県では畜産物の安心・安全
に関する認証制度として農場HACCP
等の取得を推進している。
・認証取得するには、関係者による濃密
指導が必要となるが、防疫上の観点等
から農場内での指導ができていない。

農場HACCP等の認証取得の
推進

取　　　組

・農場HACCP等の認証取得に向けたオンライン
指導のモデル実証及び普及を行う。

・農場HACCP認証取得農場が増加し、安全・安心
なあおもり和牛の生産体制の構築とともに、認知
度向上によりブランド力の強化につながる。

R9

オンライン指導のモデル実証

県指導員による農場指導

オンライン指導のモデル実証

県指導員による農場指導
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

10,956 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

R7

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

R10

林政課

林業・木材産業デジタルシフト推進事業

農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

農林水産部

デジタル活用によって

担当課等

林業分野のイノベーションに地域の関係者が一丸となって取り組むため、県内３地域に設置したコンソーシアム（協同事業体）を核とし、指導的立場となる人
財の育成や現場レベルでの実証、森林クラウドシステムを活用した原木需給マッチングシステムの構築により、林業のデジタルシフトを推進し、技術の普及・
定着を図る。

現状・課題

R9R8R7R6

モデル地区の選定及び各種技
術の普及・定着

・林業事業体等は、森林調査や施業において、ス
マート林業技術を積極的に活用する体制が不十
分である。
・スマート林業技術を現場で実践・指導できる人
財が不足している。
・原木を供給する林業事業体は、不定期に購入
する製材事業者のニーズを把握できず、需給調
整が上手く機能していない。

スマート林業技術活用の人財
の育成

取　　　組

・多様な関係者が連携・協力するコンソーシアムにおいて、林
業事業体に勤務する若手職員を対象とした研修会を企画・
実施し、スマート林業コア技能者を育成する。
・林業のデジタル化を推進するモデル地区を選定し、各種技
術の現場レベルにおける精度やコスト等について、森林クラ
ウドシステムを活用した実証・普及を図る。
・森林クラウドシステムと連携した関係者間の情報共有によ
る原木需給のマッチングシステムを構築し、需給調整の安定
化を図る。

・林業事業体等の森林施業が、スマート林業技術の活用により
効率化・省力化される。
・スマート林業コア技能者の普及活動により、一般技能者が育
成され、地域にスマート林業技術が定着する。
・マッチングシステムの構築により、原木の安定供給、価格の
安定・向上、流通コストの低減等による生産性の向上、デジタ
ル人財の育成・確保が図られる。

需給マッチング実証委託・

検討会開催
需給マッチング構築・運用

①各種技術の実証 ①

①コンソーシアム打合せ等 ①

②技術活用研修会 ②
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

16,805 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

R7R6

農業農村整備プロセスのＤＸ

・中山間地域では平地よりも担い手不足が
深刻な状況となっている。
・担い手不足の解消にはスマート農業導入
は有効であり、スマート農業に対応した基盤
整備を推進する必要がある
・農業農村整備の現場を支えるコンサル・建
設業界でも人手不足は深刻であり、生産性
向上を図るためには、ICTを活用する必要
がある。

中山間地域の農業DXを加速
化する基盤整備

取　　　組

・作業の自動化や省力化を図るスマート農業を導
入する。
・ICTを活用し、高い生産性と施工品質を確保でき
る農業農村整備プロセスを実証する。

・スマート農業に対応した基盤整備を進めることに
より、スマート農業の実装の加速化が図られ、中山
間地域も含めた農村地域において生産性の高い農
業の実現が期待される。
・農業農村整備分野において、ICTを活用した施工
が普及し、農業農村整備事業が着実に実施される。

R9R8

農村整備課

農業農村整備DX推進事業

農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

農林水産部

デジタル活用によって

担当課等

農業農村整備におけるDXを推進するため、中山間地域へのスマート農業導入を促進する基盤整備手法の確立と、農業農村整備プロセスにおいてICT活用
の実践や有効性の検証を行い、その効果を広く普及させる。

現状・課題

R10

①検討会の実施 ①

実証試験

聞き取り調査 現地研修会

基盤整備手法の確立

パンフレット作成

③研修会

手引き作成

①検討会の実施 ① ①

②実証試験 ② ②

③ ③



令和６年度DX関連事業ロードマップ Ｎｏ． 17

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

0
※R5繰越

30,000千円
重点枠事業 将来対応分

事業
始期

R5
事業
終期

R7

概　　　　　　要

計画

実績

R7R6

・稚貝を効率的に採取するためには、湾
内全域の表層の流れを把握する必要が
ある。
・現システムの通信モジュールは、令和8
年3月でサービス終了となり、また、係
留索が10年を経過することから、更新
が必要である。

機器更新整備
詳細な情報配信

取　　　組

・陸奥湾内の海洋・漁場環境及び重要水産資源の
生育環境を監視するための自動観測システム及び
通信モジュールを更新する。

・これまで以上に漁業者のホタテガイ養殖管理に係
る必要な情報の提供が可能となり、陸奥湾の養殖
ホタテガイの安定生産につながる。

R9R8

水産振興課

陸奥湾海況自動観測システム更新整備事業

農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

農林水産部

デジタル活用によって

担当課等

陸奥湾海況自動観測システムを更新するとともに、短波レーダーを追加することにより、ブイ設置点及び陸奥湾の広範囲の流れ等を観測する体制を構築
し、陸奥湾の環境保全対策やホタテガイ養殖に係る必要な情報等を漁業者等へ提供する。

現状・課題

R10

機器の設計 機器の工事、設置 詳細な情報発信
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

2,699 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R4
事業
終期

R6

概　　　　　　要

計画

実績

R10取　　　組 R6 R7 R8 R9

・三八管内の肉用牛繁殖経営は、耕種と
の複合経営が多く、昼夜を問わない分
娩監視作業が労働負担となっているこ
とや、子牛が販売前の育成段階で死亡
する割合（損耗率）が県平均より高い。

・画像認識AI装置を搭載した分娩監視カメラによ
る分娩管理方法のモデル実証事業を実施する。

・分娩監視作業の労働負担や分娩事故の軽減が図
られ、子牛の生産率が向上する。

地域農林水産部

和牛繁殖経営において、子牛の生産拡大を図るため、AI等を活用して安全で省力的な分娩管理方法の導入を進めるとともに、子牛の損耗率の低減と育成
技術の高位平準化に取り組む。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

三八地域肉用子牛生産推進事業

産業・しごと分野 農林水産業 三八地域県民局 担当課等

繁殖農家における分娩監視カ
メラの導入

①導入指導支援

②現地研修会
より効果的な導入支援を検討
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

3,664 重点枠事業 ○ 将来対応分 ○
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

R10

西北地域農林水産部

稼げる「西北型水田農業」定着加速化事業

農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

西北地域県民局

デジタル活用によって

担当課等

生産性及び収益性の高い「西北型水田農業」の実現を加速するため、スマート農業技術の導入効果の最大化を図る取組を推進する。

現状・課題

R9R8R7R6

スマート農業のメリットを活か
せる人財の育成

・スマート農機の導入は進んでいるが、
生産性及び収益性向上にその機能を活
かし切れていない状況にあるため、精
密化等の機能の活用推進や効果的に活
用できる人財の育成が必要である。

スマート農業のさらなるメリッ
トの追求

取　　　組

・作業効率や収量・品質に関するデータ等を活用し
た精密化農業を実践する。

・生産性及び収益性の高い西北地域に適した水田
農業を実践する経営体が増加する。

技術実証ほの設置

現地検討会
最新技術の情報収集・提供

現地検討会 現地検討会

技術実証ほの設置 技術実証ほの設置

情報提供 情報提供 情報提供

オペ養成研修 ICTスキル研修

スマート農業研修会

ICTスキル研修

導入マニュアルのフル活用・更新

ICTスキル研修

スマート農業研修会 スマート農業研修会

オペ養成研修 オペ養成研修
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

1,499 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R5
事業
終期

R6

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

R7R6

リモート技術の活用手法の実
証

リモート技術の普及啓発

・西北管内は大動物を診療できる獣医
師が少ない（2名）ほか、草地管理の技
術指導を受けられる機関（畜産研究所）
が遠方であるなど、肉用牛の生産推進
を図る上でハンデがある。

リモート技術の導入に向けた
検討

取　　　組

・冬期預託施設内にリモートカメラを設置し、獣医
師との飼養管理情報や畜産研究所との草地画像
情報等を共有する。

・適切な管理指導などにより、事故率が少なく効率
的な肉用牛飼養管理の仕組みが構築されるほか、
草地の有効利用による低コスト肉用牛生産体制が
確立する。

R9R8

地域農林水産部

「西北のハンデ克服」リモート技術を活用した肉用牛生産推進事業

農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

西北地域県民局

デジタル活用によって

担当課等

西北地域における肉用牛生産を維持・拡大するため、リモート技術を活用した飼養管理の効率化と草地管理技術の高度化による低コストな肉用牛生産体制
の整備に取り組む。

現状・課題

R10

検討会の実施

飼養管理情報の共有化実証

リモート技術活用ﾏﾆｭｱﾙの作成

草地管理技術の高度化実証
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

1,660 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

R10

地域農林水産部

躍進しもきた新規就農者所得アップ支援事業

農林水産業産業・しごと分野

どう変わるか

下北地域県民局

デジタル活用によって

担当課等

新規就農者の資質を総合的に高めるとともに、「冬の農業」等への取組をとおして農業所得の向上を図る。
また、新規就農者に対するサポート体制を強化するとともに、SNSを活用し、新規就農に向けた意識啓発を図る。

現状・課題

R9R8R7R6

SNSの活用による就農に向け
た意識啓発等

・新規就農者は、栽培技術や経営管理能力が
低く、加工・販売や「冬の農業」への取組が不十
分であるため、農業所得が低迷している。新規
就農者の資質を総合的に高めるとともに、経
営内での多角化を進め、農業所得の確保を図
る必要がある。
・下北地域の農業振興には、新規就農者の安
定確保が必要である。

DXやデータの活用による農
業所得の向上

取　　　組

・クラウド会計アプリによる簡易な会計処理を進め
るとともに、農業ビジネスマッチングサイトによる販
路開拓のほか、「たらの芽」の栽培技術を収録した
デジタルアーカイブを作成する。
・就農に向けた意識啓発等を図るSNS活用セミ
ナーを開催する。

・DXやデータを活用し、新規就農者でも安定した農業所得
が得られる農業経営が実現される。
・SNSの活用により、就農に向けた意識啓発と農業への理
解促進とともに、関係人口の増加にもつながり、下北地域
の農業振興が図られる。

各種研修会

情報発信 情報発信 情報発信

セミナー セミナー セミナー

アーカイブ作成・更新・公開 アーカイブ更新・公開 アーカイブ更新・公開

各種研修会 各種研修会
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

951 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R5
事業
終期

R7

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

オペレーターの確保・育成

高収量生産技術の検証

検証技術の分析と対策の検討

取　　　組 R6 R7 R8 R9 R10

・大豆生産は２集落営農組織に集約されて
いるが、収量が少ない。
・暗きょ排水設備の老朽化により排水性が
低下し、作業性と大豆の生産性が低下して
いる。
・受託希望面積の拡大と高齢化等によりオ
ペレーター不足が顕在化している。

・スマート農業技術の導入等、オペレーター不足へ
対応することにより、作業の効率化が進み、適期作
業と大豆の生産性向上が図られる。

・集落営農組織における担い手不足が緩和される
とともに、大豆の生産性が向上し、持続的な水田農
業の展開が可能となる。

下北地域農林水産部

下北地域の大豆生産の中心である東通村の集落営農組織では、その収穫量の低さなどから、生産・経営改善が喫緊の課題となっている。そこで、地域が抱
える課題の対策技術を実証する。また、スマート農業機械の活用により、将来にわたって持続可能な集落営農組織を目指し、大豆の生産性向上と担い手の
確保・育成に取り組む。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

下北の持続的水田農業構築事業

産業・しごと分野 農林水産業 下北地域県民局 担当課等

①高収量生産技術の現地実証

①大豆作先進地事例調査

②スマート農業機械の勉強会等の開催

②新たな生産技術体系に対応した担い手対策の検討

①転作作物の安定生産技術の検討
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

12,202 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

観光企画課

PESOとよばれる４メディア（オウンドメディア・ペイドメディア・アーンドメディア・シェアドメディア）を複合的に活用した情報発信の展開により、変化する消費
者のメディア行動に対応することで、アウトドアアクティビティの認知度向上や閑散期の旅行の促進につなげる。
（まるごとあおもりオウンドメディア：ブログ、Facebook、Instagram（２アカウント）、X）

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

まるごとあおもりクロスメディア展開事業

産業・しごと分野 観光業 観光国際戦略局 担当課等

・前身事業によりSNSフォロワーが大幅に
増加した。
・消費者のメディア行動が多様化している。
・より多くのファンの獲得や実需に繋がるよ
うな効果的な情報発信をしていく必要があ
る。

・情報発信の基礎であるオウンドメディアの体制を強
化する。
・ペイドメディアにおいて、秋まつりや冬のアクティビ
ティなどに係る体験記事を制作する。
・青森をテーマにした情報発信企画を制作し、宿泊情
報等を効果的に発信をする。

職員の情報発信スキルの向上とともに、新たな情
報発信体制が確立し、青森県の魅力を効果的に発
信・拡散することで、戦略的に新たなフォロワー層
の増加やメディアへの露出拡大をつながり、本県へ
の誘客促進とともに観光消費の増加を実現する。

取　　　組 R6 R7 R8 R9 R10

取組２　他メディアとのクロス
展開

取組１　オウンドメディア発信
体制強化

SNS投稿回数850回（年間） SNS投稿回数850回（年間） SNS投稿回数850回（年間）

体験記事４本

企画制作４本

体験記事４本

企画制作４本

体験記事４本

企画制作４本
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費

（千円）
48,630 重点枠事業 ○ 将来対応分 ○

事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

　

計画

実績

計画

実績

R10

観光企画課

ＤＸによる青森ファン関係強化推進事業

観光業産業・しごと分野

どう変わるか

観光国際戦略局

デジタル活用によって

担当課等

持続可能な観光地経営実現のため、青森ファンとの関係強化及び地域（県・ＤＭＯ・地域事業者等）の生産性・収益性の向上に向け、県内ＤＭＯ等と連携し、
CRM※システム（顧客データベース）及び青森ファンコミュニティ（Webサイト）で構成する「青森ファンプラットフォーム」の構築・運用を行う。
※Customer Relationship Management（顧客関係管理）

現状・課題

R9R8R7R6

青森ファンプラットフォームの
推進体制構築

◆世に情報が溢れ、マス向けの情報は見
つけてもらいづらい。（情報は砂の一粒）
◆個人情報保護規制が強化され、他者が
取得した個人データの活用は困難であり
自らデータを取得する必要がある。
◆定住人口が減少し、人口（交流・関係・定
住）増の取組の必要性が加速する。

青森ファンプラットフォームの
システム構築・運用

取　　　組

会員データ、アンケートデータ、口コミデータ等を活
用した顧客解像度の向上、ダイレクトな情報発信や
ファンからの情報拡散、ファンアイデアの活用やモ
ニタリングによる共創等を実現する顧客関係管理
システム(CRMシステム）及びWebサイト上に青森
ファンが集うコミュニティサイトを構築する。

顧客データ等を活用できる地域連携型のデータ活用
基盤が構築されることで、ターゲットに応じたアプ
ローチによる顧客の開拓が実現し、青森ファンとの関
係を強化するとともに、地域（県・DMO・地域事業者
等）の生産性・収益性を向上し、持続可能な観光地経
営が可能となる。

システム構築 運用

DMO・地域事業者等との連携
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

7,831 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R5
事業
終期

R6

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

R7R6

デジタルツールを活用した周
遊促進

古津軽のターゲット層である首都圏等
県外からの誘客、民間事業者等主体の
取組に向けた効率的な仕組みの構築が
課題となっており、デジタルを取り入れ
ることが必要。

古津軽ウィークのデジタルPR

取　　　組

県外観光客向けチラシのデジタル化や次年度以降
の情報伝達の拡大に結び付けるSNS広告に加え、
効率的なデジタルツアーを実施する。

県外観光客が容易に情報に触れ、入手できる環境
とともに、経費や事務の効率化が図られ、観光団
体・市町村等が主体となり、地域資源を活用した誘
客促進対策を実施できる。

R9R8

地域連携部

古津軽ブランド魅力向上事業

観光業産業・しごと分野

どう変わるか

中南地域県民局

デジタル活用によって

担当課等

「古津軽」のコンセプトを活かした誘客について、地元での一層の浸透や旅行商品造成の定番化、交流拠点の構築などにより、観光団体・市町村等主体の取
組に向け環境を整える。

現状・課題

R10

デジタルツアー作成・実施

実施
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

12,746 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

R7R6

企業視察受入

・これまでの企業誘致活動により、コン
タクトセンターやBPOセンターのほか、
システム開発等の情報サービス関連企
業の立地が進んでいる。
・デジタル技術の発達に合わせ、DXに
取り組む企業の増加やその市場拡大が
期待される。

立地プロモーション活動

取　　　組

情報及びデジタル関連企業の立地を推進するため
のプロモ活動及び企業視察の積極的な受入を展
開する。

柔軟な働き方に対応することができ、より質の高い
雇用を創出する情報及びデジタル関連産業の集積
が図られ、デジタル人財が増加し、地域課題の解決
にDXを活用した取組が定着する。

R9R8

産業立地推進課

成長産業対応型誘致促進事業

働き方産業・しごと分野

どう変わるか

商工労働部

デジタル活用によって

担当課等

あらゆる産業のデジタル化が進むとともに、脱炭素社会に向けた市場拡大や設備投資が見込まれる中、成長分野を誘致するため、サテライトオフィスの開設
促進等、新たな手法による誘致活動を展開する。

現状・課題

R10

①説明会開催、大規模展示会への参加

②情報発信

①現地視察

②試行的オフィス利用

①

②

①

②

①

②

①

②



令和６年度DX関連事業ロードマップ Ｎｏ． 27

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

11,850 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R5
事業
終期

R7

概　　　　　　要

計画

実績

R10取　　　組 R6 R7 R8 R9

性別役割分担意識が依然として根強く
残り、また、男性に比べて女性は非正規
雇用の割合が高く、年間所得が低い状
況。女性のより稼ぎたい意欲、学びたい
意欲を高める取組が必要である。

柔軟な働き方を可能とするデジタルスキルの習得
に向けた講座を開催する。

自分のライフスタイルに合わせて働き、より収入が
得られ、自分らしく活躍できる女性が増えること
で、県内における性別役割の分担意識とともにデ
ジタル分野でのジェンダーギャップの解消につなが
る。

青少年・男女共同参画課

女性も男性も自分らしく活躍することができる青森県の実現を目指した取組の一つとして、女性の経済的自立促進に向けた意識醸成を行うとともに、テレ
ワークが普及している状況下で、地方で稼げるスキルの習得や、デジタル分野でのジェンダーギャップ解消のため、デジタルスキルの習得促進に取り組む。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

仕事と家庭のジェンダーギャップ解消事業

産業・しごと分野 働き方 環境生活部 担当課等

デジタルスキル講座開催・実践
支援

マインド醸成

セミナー

講座開催
インターン

シップ

講座開催
インターン

シップ
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

5,024 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R4
事業
終期

R6

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

R10

地域連携部

西北地域の未来をつくるデジタル人財育成事業

働き方産業・しごと分野

どう変わるか

西北地域県民局

デジタル活用によって

担当課等

ICTスキルを活用して働く人財を育成するため、子育て中の女性や一次産業者向けにICTスキルの習得・向上につながる講座を実施するとともに、地元
ICTワーカーによる高校生向けの出前講座を実施する。

現状・課題

五所川原圏域の求人倍率は他圏域と比べて低
く、比較的人気のある事務職の求人も少ない。
また、様々な場面でICTが活用され始めている
が、西北地域の主産業である一次産業や地元高
校生にはICTを活用した稼ぎ方や働き方が普
及・定着していない。そこで、職業選択の制限や
地理的に不利な西北地域においては、ICTを活
用した働き方等を学ぶ機会や人財を育成するこ
とが必須となっている。

ママICTワーカー育成講座の
開催及び実証

取　　　組

・県内で働くリモートワーカー等を講師とし、様々
なスキルや知識を習得する講座を開催する。
・一次産業者向けに農産物等の売上向上につなが
るICTスキルを習得できる講座を開催する。
・地元のICTワーカーを講師とした出前講座を開
催する。

求人倍率に左右されることなく、自身のICTスキル
を活用して柔軟に働くことができる人財が増加す
るとともに、ICTを活用した農産物の売上向上によ
る一次産業者の収益が拡大する。

R9R8R7R6

一次産業者向けICTスキル習
得講座の実施

管内高校での地元ICTワー
カー出前講座の実施

講座の実施

実証
（講座受講

者対象）

講座の実施

リモートワーカーとして自走

参加者が習得したスキルを活用

講座の実施
地元にいながらICTスキルを活用した

働き方を学び、進路を検討
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

4,202 重点枠事業 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

未定

概　　　　　　要

計画

実績

R10

本県は、深刻な医師不足などの医療課
題を抱えており、地域の実情を踏まえた
効率的な医療提供体制を構築していく
ことが求められる中、医療機能の集約
化や広域での対応が必要とされてい
る。

へき地医療拠点病院とへき地診療所にオンライン
診療システムの導入を支援し、へき地でのオンライ
ン診療を実証する。

県内のへき地のオンライン診療の導入・活用が進
み、医療を受ける環境が厳しくなる地域において
も、住民が持続的に安心して医療を受けることがで
きる。

へき地オンライン診療整備

取　　　組 R6 R7 R8 R9

医療薬務課

へき地医療拠点病院とへき地診療所にオンライン診療システムの導入を支援し、代診医派遣のオンライン化やICTを活用した診療支援を実施する。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

へき地オンライン診療支援対策事業

暮らし・まち分野 医療・福祉 健康福祉部 担当課等

問題点等を検討し県内他のへき地医療拠点病院等へ横展開を検討整備概要作成

コンサルタント委託

協議会実施

オンライン診療実証実施
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

6,760 重点枠事業 将来対応分
事業
始期

R3
事業
終期

未定

概　　　　　　要

計画

実績

R7R6

オンライン診療の導入・活用が進み、患者が自宅か
ら医療を受けられるようになる。また、医療機関に
おいては、院内感染を防止することができる。

R10R9R8

医療薬務課

オンライン診療設備整備費補助

医療・福祉暮らし・まち分野

どう変わるか

健康福祉部

デジタル活用によって

担当課等

新興感染症の院内感染の防止や、医療資源が不足する地域における遠隔医療の推進を図るため、医療機関のオンライン診療設備の整備に要する経費に対
して補助する。

現状・課題

本県では、医師などの医療従事者不足
が深刻な問題となっている中で、新興
感染症の拡大時において、限られた医
療資源の効率的な活用や院内感染対策
の実施が必要となっている。

オンライン診療設備整備費補
助金交付

取　　　組

オンライン診療の実施に必要なコンピュータ及び
付属機器等の購入費を支援する。

①補助金交付 ① ① ① ①
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

26,068 重点枠事業 ○ 将来対応分 ○
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

R7R6

EBPMに向けた政策立案体制
等に係る調査研究

・新型コロナへの対応では、平時及び緊急
時の保健所業務のデジタル化の遅れが顕
在化し、ＩＣＴツール活用の重要性が認識
された。
・健康課題等の解決に向けた科学的根拠
に基づく政策立案（ＥＢＰＭ）を進めるた
め、ＤＸの推進、研究者等との連携、公衆
衛生人財の育成等が必要。

保健所業務のDX推進

取　　　組

緊急性の高い保健所業務におけるデジタル
ツール等の導入とともに、科学的根拠に基づく
政策立案（ＥＢＰＭ）を進めるための体制構築を
図る。

・より効率的、効果的に保健所業務に取り組むことが
可能となり、平時には県民に対するサービス向上、有
事には効率的な対応が図られることを目指す。
・これまで以上に効果的で科学的根拠に基づいた政
策を進めることができる。

R9R8

健康福祉政策課

公衆衛生DX推進事業

医療・福祉暮らし・まち分野

どう変わるか

健康福祉部

デジタル活用によって

担当課等

緊急性の高い保健所業務のＤＸを推進するとともに、健康課題等の解決に向けた科学的根拠に基づく政策立案（ＥＢＰＭ）を進めるための体制構築を行う。

現状・課題

R10

ＥＢＰＭの実施体制整備EBPMに関する調査研究

モデル保健所（弘前保健所）への伴走支援体制整備

各種DXツールの導入・運用に向けた保健所間の情報交換会

保健所出張業務におけるモバイル環境整備

台帳関連データ整備

総合相談システム設計 総合相談システム導入・運用
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

18,934 重点枠事業 ○ 将来対応分 ○
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

R8 R9

高齢福祉保険課

医療・福祉等の公的サービス等を利用していない高齢者の社会参加の促進や、健康状態を把握する等を目的として、つどいの場やスーパー等に配置した機
器等で生活状況を確認し、支援が必要な人々に効果的なアウトリーチ支援を届けられるよう、また、少子高齢化の進行に伴い市町村の職員数が減少する中
で、より効率的な見守りやＩＣＴを活用した支援ができるよう、検討・検証する。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

ＩＣＴを活用した高齢者の見守り体制構築事業

暮らし・まち分野 医療・福祉 健康福祉部 担当課等

R10

県内で医療機関の受診や介護認定を受け
ているのは、高齢者人口の１０～２０％程
度、県内でつどいの場に参加しているの
は高齢者人口の約３％にとどまっており、
多くの高齢者については、健康状態につ
いて見守りがなされていない。

公的サービスを利用していない高齢者を効率
的・効果的に状況把握できるICTを活用した見
守り体制を構築する。

生産年齢人口が減少する中、マンパワーに依拠せず、
支援が必要な高齢者への早期のアウトリーチ型支援
が可能となり、住み慣れた地域で安心して生活ができ
るようになる。

ＩＣＴを活用した高齢者の見守
り体制構築にかかる検討・検
証

取　　　組 R6 R7

①モデル地区での検討・検証 ① ① ① ①



令和６年度DX関連事業ロードマップ Ｎｏ． 33

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

22,921 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

R7

概　　　　　　要

計画

実績

R10取　　　組 R6 R7 R8 R9

高齢者の介護予防や「生きがい」「やり
がい」創出のため、つどいの場の活性化
が重要であるが、本県ではつどいの場
の参加率が全国と比較して低く、活動
内容の充実や新奇性のあるつどい場づ
くりを支援する必要がある。

ICTを活用したスポーツ体験や若年世代との交流
活動等を実施する。

「つどいの場」等の活動内容が充実・活性化され、心
理・認知的フレイルの改善や心身機能を維持するこ
とができる高齢者が増加する。

高齢福祉保険課

高齢者の介護予防や「生きがい」「やりがい」創出に重要なつどいの場を充実させるため、ＩＴ業者によるつどいの場、老人クラブ等でのＩＣＴ活用（ゲームを活
用した交流）の講習や資機材の貸与、若年世代との交流、県シニアe-スポーツ大会を実施する。
（※DX推進課と共同）

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

つくる・つながる・つどいの場活性化事業

暮らし・まち分野 医療・福祉 健康福祉部 担当課等

つどいの場でのICT活用

①老人クラブ等へのICT活用講習・貸与 ①

②若者世代との交流マッチング ②

③県e-スポーツ大会実施 ③
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

246,000 重点枠事業 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

R7

概　　　　　　要

計画

実績

R8 R9

高齢福祉保険課

ICTや介護ロボット等の介護テクノロジーの活用は、介護サービスの質の向上、現場の負担軽減や生産性向上などの観点から重要である。介護サービス事業
所が介護テクノロジーを導入する際の経費について最大４分の３を補助する。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

介護テクノロジー導入支援事業費補助

暮らし・まち分野 医療・福祉 健康福祉部 担当課等

R10

・2025年から２０４０年にかけて、８５歳
以上人口が急増する一方、生産年齢人口
が急減し、介護人財不足が見込まれる。
・これまでの介護人財確保対策と並行し、
介護生産性向上の観点から取組が必要で
ある。

介護サービス事業所が行う介護職員の身体的
な負担軽減や業務の効率化の実現に向けた
ICTや介護ロボット等の介護テクノロジーを導
入する際の経費を支援する。

介護現場の負担軽減や生産性向上とともに、介護職
員の定着が図られ、85歳以上人口の急増が見込まれ
る中にあっても介護サービスの質が確保される。

介護テクノロジー導入支援事
業費補助

取　　　組 R6 R7

①補助金交付 ①
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

31,878 重点枠事業 将来対応分
事業
始期

R5
事業
終期

R6

概　　　　　　要

計画

実績

R7R6

救急搬送中に電子カルテや医療用画像の情報共有等
が可能となり、患者の病院到着から手術室入室まで
の時間の短縮が図られ、救命率の向上につながる。

R10R9R8

医療薬務課

モバイルICTによる救急医療情報共有体制整備事業費補助

医療・福祉暮らし・まち分野

どう変わるか

健康福祉部

デジタル活用によって

担当課等

救急搬送患者への処置の効率化等による救命率向上を図るため、救急患者受入病院が、高度医療を提供する他圏域の医療機関と、救急患者の画像やバイタ
ルデータを共有するモバイルICTを導入するのに要する経費に対して補助する。

現状・課題

救命率の向上のためには、事前の患者情
報の共有が効果的と考えられ、また、圏域
を跨いだ連携の強化が必要である。

モバイルICTによる救急医療
情報共有体制整備事業費補助
金交付

取　　　組

救急患者受入病院が、高度医療を提供する他
圏域の医療機関と、救急患者の画像やバイタル
データを共有するモバイルICTを導入するの
に要する経費を支援する。

①補助金交付
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

10,420 重点枠事業 将来対応分
事業
始期

R1
事業
終期

R7

概　　　　　　要

計画

実績

医療薬務課

へき地等地域医療支援対策事業

医療・福祉暮らし・まち分野

どう変わるか

健康福祉部

デジタル活用によって

担当課等

医療を受ける環境が厳しい、又は厳しくなると見込まれる地域における住民が、持続的に安心して医療を受けられるよう、ICTを活用したへき地等におけ
る住民の医療を受ける環境の維持・向上に資する取組に要する経費に対して補助する。

現状・課題

本県は、深刻な医師不足などの医療課
題を抱えており、地域の実情を踏まえた
効率的な医療提供体制を構築していく
ことが求められる中、医療機能の集約
化や広域での対応が必要とされてい
る。

へき地等地域医療支援対策事
業費補助金交付

取　　　組

市町村等が行う、ＩＣＴを活用したへき地等の住民
に対する医療提供環境の維持・向上に資する取組
に要する経費を支援する。

R9R8R7R6

市町村等による遠隔医療の導入・活用が進み、医療
を受ける環境が厳しくなる地域においても、住民が
持続的に安心して医療を受けることができる。

R10

①補助金交付 ①
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

1,500 重点枠事業 将来対応分
事業
始期

H31
事業
終期

R6

概　　　　　　要

計画

実績

障害福祉課

障害福祉施設等介護ロボット導入支援事業費補助

医療・福祉暮らし・まち分野

どう変わるか

健康福祉部

デジタル活用によって

担当課等

障害福祉の現場におけるロボット技術の活用により、介護業務の負担軽減を図り、働きやすい職場環境の整備や安全・安心な障害福祉サービスの提供等を
推進するため、障害者支援施設等の介護ロボット等の導入を支援する。

現状・課題

・少子高齢化の進展により生産労働人口の減
少とともに、医療福祉などの社会保障サービ
ス受給者の増加が見込まれている。
・将来にわたって障害福祉サービスの内容を
維持・向上していくためには、生産性の向上
や、障害福祉サービスを担う人財の確保が重
要。

介護ロボットの導入支援の補
助

取　　　組

障害福祉施設等を運営する社会福祉法人等が
行う、介護事務の負担軽減や業務の効率化等
に向けた介護ロボット等の導入を支援する。

R9R8R7R6

業務の最適化により業務効率、生産性が向上し、サー
ビス水準の維持、質の向上が図られるとともに、労働
環境の改善により離職防止及び定着が図られ、人財
確保につながる。

R10

①補助金交付 ①
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

   77,952
(病院事業会計)

重点枠事業 将来対応分
事業
始期

R3
事業
終期

未定

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

R10

青森県立中央病院医療連携部

PHRを活用した次世代型地域医療連携システム
整備事業

医療・福祉暮らし・まち分野

どう変わるか

病院局 担当課等

①患者自身による健康・医療情報の管理、②医療連携への活用、③医療機関DXを主たる目的としてPHR（パーソナル・ヘルス・レコード）を活用した次世代型地域医療
連携システムを整備するものである。

現状・課題 デジタル活用によって

PHRを活用した医療連携

取　　　組

データの見える化による個人の行動変容、健康意識の向上が
期待できることはもとより、PHRアプリを活用することで、患
者起点の医療連携ネットワークが形成され、複数の医療機関
があたかも一つの医療機関のように医療サービスを提供す
ることが可能となる。共有された情報をもとにオンライン診
療、服薬指導、栄養指導等の場面での活用、災害時等におけ
る医療情報の把握や、データのクラウド保存による医療機関
へのサイバー攻撃対策、PHRアプリを通じた通知・連絡、
Web予約、Web問診等による医療機関内業務の効率化等を
通じて、患者負担と地域負担が軽減する。

R9R8

新型コロナウイルス感染症パンデミックが日本の
保健医療システムの課題を浮き彫りにした。例え
ば、個人と保健所や医療機関、医療機関同士の連
携が電話等のアナログな手法で行われ、緊急時
にも手間と時間がかかっていることである。個人
を起点にして情報を管理し、効率的に各組織と連
携することの必要性がコロナ禍で改めて顕在化
した。
また、東日本大震災などの災害時には個人の医
療情報の把握が困難となっている。

スマートフォンで、薬や検査の画像、検診結果などといった個人
の健康や医療に関する情報を患者やその家族が管理できる
PHRアプリを活用し、患者起点の効果的な医療連携が可能と
なる次世代型地域医療連携システムを整備する。

R7R6

PHRの普及啓発

便利で、安心感と信頼感の
あるサービス品質の確保

PHR情報提供施設の拡充

共有する情報種の拡充

PHR閲覧施設の拡充

関係施設と検討会の実施

PRキャラクター制作

操作研修会、イベント参加

普及啓発のための情報発信

操作研修会、イベント参加

普及啓発のための情報発信

PHRアプリ機能拡充

情報共有ツールの拡充

セキュリティ監査

サービス品質の改善
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

4,500 重点枠事業 将来対応分
事業
始期

R2
事業
終期

R8

概　　　　　　要

計画

実績

R7R6

・施設職員は、入所児童に対する日々の
支援とともに、その状況を業務日誌、児
童ケース記録等に記録する必要がある
ため、事務作業量が多く、業務負担と
なっている。
・記録は手書きで作成されることも多
く、職員間でタイムリーに情報共有でき
ないことが懸念される。

児童養護施設等のＩＣＴ化推進
に要する費用の補助

取　　　組

児童養護施設等が施設職員の事務作業の短縮等
のために行うタブレット端末を活用したこどもの
情報の共有化やペーパーレス化等、施設のＩＣＴ化
の推進に資する機器等の整備に要する費用を支
援する。

入所児童の支援内容等が電子的に情報管理される
ため、職員間で統一した支援を行うことができると
ともに、日々の記録作成に費やす時間が削減され
ることで、入所児童と関わる時間を増やすことがで
き、支援の質の向上が図られる。

R9

こどもみらい課

児童養護施設等ＩＣＴ化推進事業費補助

子育て暮らし・まち分野

どう変わるか

健康福祉部

デジタル活用によって

担当課等

児童養護施設等の職員の業務負担となっている書類作成等について、タブレット端末の活用によるこどもの情報の共有化やペーパーレス化等、施設のＩＣＴ
化の推進に資する機器等の整備に要する費用を補助する。

現状・課題

R10R8

①補助金交付 ① ①
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

3,450 重点枠事業 将来対応分
事業
始期

R3
事業
終期

R6

概　　　　　　要

計画

実績

・ICTの導入により、保育従事者の事務
業務の負担を軽減し、保育の質の向上
と児童の安全を確保する必要がある。

認可外保育施設が保育従事者の業務負担の軽減
を図るために行うICT機器の導入に係る費用を支
援する。

業務効率化が図られ、これまで以上に保育時間を
確保でき、保育の質の向上及び事故防止につなが
る。

こどもみらい課

認可外保育施設において、保育記録の入力支援など、保育従事者の業務負担軽減につながる機器の導入に係る費用の一部を補助する。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

認可外保育施設ICT化推進等事業費補助

暮らし・まち分野 子育て 健康福祉部 担当課等

認可外保育施設のＩＣＴ化推進
に要する費用の補助

取　　　組 R6 R7 R8 R9 R10

①補助金交付
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

254,960 重点枠事業 将来対応分
事業
始期

R2
事業
終期

R7

概　　　　　　要

計画

実績

R8

学校教育課

校務のＩＣＴ活用推進事業
（統合型校務支援システム運用事業）

学校教育暮らし・まち分野

どう変わるか

教育庁

デジタル活用によって

担当課等

教員が担う事務の効率化を図り、子どもたちと向き合う時間を確保するため、統合型校務支援システムの運用を行うもの。

現状・課題

R10R7R6

本県県立学校における情報システム環
境は、平成12年から根本的に変わって
おらず、生徒の個人情報等校務情報管
理のセキュリティ向上が急務であるた
め、令和２年度から、全校統一した規格
である統合型校務支援システムを順次
構築・導入している。

統合型校務支援システム運用

取　　　組

教員が担う生徒の指導要録作成、成績処理、健康
診断票作成などについて、各学校が統一した規格
で処理することが可能となる統合型校務支援シス
テムを構築・導入する。

教員が担う事務の効率化が図られることで、子ども
たちと向き合う時間が確保されるとともに、教員の
働き方改革に資する。

R9

次期システム更改（ネットワークの見直しを含む）に向けた検討

①システムアセスメント ②次期システム設計 ③システム更改・運用

※随時、各種研修を実施（設定・管理、操作・処理等）

現行システムの運用・保守
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

181,660 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

R10

学校教育課

学校DXスタートアップ事業

学校教育暮らし・まち分野

どう変わるか

教育庁

デジタル活用によって

担当課等

本県教育の中で１人１台端末配付の端末の活用も含め、多種多様な形態で児童生徒及び教職員が一体となってデジタルツールを活用し教育DXを推進す
る。

現状・課題

・「学習の個別最適化」に有効なデジタ
ル教材の導入が必要である。
・校務のデジタル化による省力化、効率
化が必要である。
・教育データを有効に利活用した指導の
仕組みを実現するための調査・研究が
必要である。

学びのDX
（資質・能力向上に向けたデジ
タル教材の活用）

取　　　組

校務の効率化を一体的に推進するためのデジタル
教材や自動採点システムの導入、保護者との連絡
手段のデジタル化を図る。散在する学習系データ
や校務系データを分析・可視化することで、個別最
適な指導のための教育データとして利活用する。

学校DXとして新しい教育スタイルが創出されるこ
とで、児童生徒それぞれのレベルや進捗に応じた個
別最適かつ主体的な学習が実現し、グローバル社
会で活躍しうる知識や技術を備えた多くの人財が
青森県で育つ。教職員の働き方改革が推進され、教
職員が児童生徒と向き合う時間が増加することに
より、よりきめ細かい教育が実現できる。

R9R8R7R6

校務のDX
（教職員のWell-Being向上）

教育データの利活用
（次世代学校DXに向けた「教
育ダッシュボード」の調査・研
究）

①先進事例の視察

サービスの実装 ※設計の進捗による

②協議会の実施
③生成されるデータの活用研究 ④実装検討・設計、試行

①試行

①導入・運用

【自動採点システム】 入試業務での活用検討

【オフィスツール】

②導入・運用

①「情報Ⅰ」デジタル教材導入・活用

活用推進のための研修実施、活用事例の共有

大学入学共通テスト

②英語デジタル教材モデル校導入 ②全県立中学・高校で展開

より効果的、発展的なデジタル教材を検討

活用の推進と優良事例の共有

クラウドツール間の連携検討

教育ダッシュボード等との連携検討

サービスの実装、活用推進と優良事例の共有、研修の充実
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

6,327 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R5
事業
終期

R6

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

R7R6

取組２　ＩＣＴ活用教員研修支
援プログラム
①先進校視察や外部講師によ
る校内研修等の実施
②ＩＣＴ活用エキスパートの育
成

取組３　実践事例の蓄積と共
有
①成果の蓄積と共有
②県協議会の開催

一人一台の情報端末の整備が進んだ
R3において、自らのＩＣＴ活用指導力を
さらに向上させたいと考える教員が増
加している。ＩＣＴの活用自体は浸透して
きたが、学習指導要領を踏まえた生徒
の学習改善及び教員の指導改善に一層
取り組む必要がある。

取組１　授業実践先進校創出プ
ログラム
①教科別授業実践事例研究
②推進校ワーキンググループ
会議

取　　　組

推進校において、ＩＣＴを効果的に活用した授業改
善のための教科別の授業実践事例を研究する。

ＩＣＴを活用した授業改善が推進されることで、教員
の指導スキルが高まるとともに、これまでの教育実
践の蓄積とＩＣＴの最適な組み合わせにより、高校
生の資質・能力の向上を実現し、あおもりの未来を
つくる人財を育成する。

R9R8

学校教育課

高等学校におけるＩＣＴを活用した資質・能力を育
む授業づくり推進事業

学校教育暮らし・まち分野

どう変わるか

教育庁

デジタル活用によって

担当課等

授業の充実による生徒の資質・能力の育成を図るため、推進校においてＩＣＴを効果的に活用した授業改善のための実践研究を行うとともに、ＩＣＴの活用推
進に向けた教員研修等を実施する。

現状・課題

R10

ワーキンググループ会議（４回）

エキスパート研修（６回開催）

校内研修支援（１回×２３校）

県協議会① 県協議会②

クラウドによる資料共有

先進校視察支援（１回×８校）

授業実践事例研究（通年、８校）

各校でＩＣＴを効果的に活用した授業を推進する

各校でＩＣＴを効果的に活用した授業を推進する

各校でＩＣＴを効果的に活用した授業を推進する
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

7,501 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R5
事業
終期

R6

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

ICTを活用した授業実践の充
実
（１）ＩＣＴを活用した授業実践
の充実
(２)外部講師による校内研修
会及び先進校視察

授業におけるＩＣＴ活用の推進
（１）ＩＣＴ活用推進協議会
（２）ＩＣＴを活用した授業実践
等の発信

取　　　組 R6 R7 R8 R9 R10

教員のＩＣＴ活用に向けた意欲が向上して
いる中、対話的な学びを深める学習環境
づくりとしてのＩＣＴの活用がますます必
要。また、障害種や個々の障害の状態に
応じて、思いや考えを他者に発信するな
ど、生活を支援するためのツールとしての
ＩＣＴの活用が必要である。

特別支援学校において、ＩＣＴをコミュニケーション
ツール等として活用した授業実践や研修会を行
う。

教員のＩＣＴを活用した実践力とともに、児童生徒
の、自らの思いや考えをＩＣＴを活用して発信する力
が養われ、児童生徒の生活につながる学力ととも
に、社会性が向上し生活が充実する。さらには共生
社会の形成に向けた障害のある者と障害のない者
の相互理解が促進される。

学校教育課

障害種や個々の障害に応じた主体的、対話的で深い学びを推進するため、特別支援学校においてＩＣＴを活用した授業実践や研修会を行うとともに、ＩＣＴの
効果的な活用を検討する協議会を開催する。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

特別支援学校におけるICTを活用した自立と社会
参加を目指す学びの推進事業

暮らし・まち分野 学校教育 教育庁 担当課等

（１）実践強化校（10校）協議会

集合型：年2回（６月、１１月）

指導主事派遣型：年１回

（２）校内研修会（全校：年１回）

先進校視察（全校）

（１）ＩＣＴ活用推進協議会

集合型：年３回（７月、１０月、１月）

（２）情報発信

（学セＨＰ）

各校でＩＣＴを活用した授業を推進する
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

257,741 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

計画

実績

教職員課

公立学校における教育改革支援事業

学校教育暮らし・まち分野

どう変わるか

教育庁

デジタル活用によって

担当課等

学校が自発的、主体的に教育改革を進めるための支援のうち、市町村立学校において、校務のＩＣＴ化等、学校における働き方改革を推進するために必要な
環境整備等を行う市町村に支援する。

現状・課題

学校における働き方改革の取組状況調
査の項目の一部である校務のＩＣＴ化に
ついては、本県では全国平均より取組
状況が低い状況にあり、業務の改善と
ともにＩＣＴ活用に向けた環境整備が必
要である。

学校における働き方改革推進
のための環境整備支援

取　　　組

市町村立学校における校務のＩＣＴ化など学校にお
ける働き方改革を推進するための環境整備等を行
う市町村を支援する。

R9R8R7R6

業務の見直しが図られ、教員にゆとりができること
で、こどもと向き合う時間の増加や、授業改善が進
み、よりきめ細かい教育が実現できる。

R10

補助事業を活用した環境整備
ＩＣＴを活用した校務の推進
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費

（千円）
46,408 重点枠事業 ○ 将来対応分

事業
始期

Ｒ6
事業
終期

Ｒ8

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

R7R6

Aomori Mobility Share
（アオモリ　モビリティ　シェア）
の推進

地域公共交通の維持・活性化
に向けた事業者・市町村との
連携・協働

人口減少や物価高騰、人手不足等によ
り、交通事業者は疲弊しており、DXに
取り組む余力に乏しく、ノウハウも少な
い。また、持続的な移動手段を確保して
いくためには、地域のニーズや実情に応
じて、様々な主体が連携し積極的・主体
的に取り組む必要がある。

地域公共交通のＤＸ推進

取　　　組

・配車アプリやバスロケーションシステム導入などへ
の支援のほか、複数の交通サービス等をつなぐＭａ
ａＳの導入を促進する。
・交通不便地域における移動手段の確保に向けて、
地域と交通事業者と行政が一体となったライドシェ
ア等のモデルを創出する。

人口減少や超高齢化社会においても、誰もが安心
して移動・外出できる環境や社会が実現する。

R9R8

交通政策課

地域交通AＸ推進事業費

住民の利便性の向上暮らし・まち分野

どう変わるか

企画政策部

デジタル活用によって

担当課等

県民の移動手段を確保するために、交通事業者によるDX推進の取組や複数の移動サービスを組み合せたMaaSの取組を支援するとともに、「ライドシェア
等の制度や地域の交通資源を活用して交通不便地域における移動手段を確保する取組（Aomori Mobility Share）」を推進する。

現状・課題

R10

ＤＸ基盤強化特別支援（補助）

実装の成果を県内で活用

ＤＸ基盤強化特別支援（補助） ＤＸ基盤強化特別支援（補助）

ＭａａＳ実装促進公募採択

推進会議 推進会 推進会議 推進会議 推進会議 推進会議

ライドシェアの導入や自家用有償旅客運送の導入・改善・充実に係るモデル創出

意向調査

セミナー セミ セミナー セミナー セミナー セミナー

公募 創出したモデルを県内で活用

アドバイザー派遣 アドバイザー派遣 アドバイザー派遣
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R６事業費
（千円）

5,867 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R5
事業
終期

R6

概　　　　　　要

計画

実績

R8

サイバー犯罪対策課

サイバー事案に対する県民の対処能力強化事業

安全・安心暮らし・まち分野

どう変わるか

警察本部

デジタル活用によって

担当課等

新型コロナウイルス感染症対策に対応した「新しい生活様式」に伴う社会の変化により、サイバー犯罪関連相談の傾向に変化が見られているほか、県内企業
のICT利活用の促進により新たなサイバー犯罪被害の発生が懸念されることから、現状分析を踏まえ、これまでと異なったアプローチによる広報啓発に取り
組む。

現状・課題

R10R7R6

・これまでのサイバー犯罪関連広報啓発は青少年、
保護者層を重点対象としており、50歳以上の層へ
の広報啓発は少なかった。
・中高年層は広報イベントや大規模集合研修に消
極的で、受講の動機が不足している。
・県内でも複数回Ｅｍｏｔｅｔの流行が発生するな
ど、事業者等のセキュリティに対する認識が不十
分である。

中高年齢層に対する啓発活動
中小企業に対する啓発活動

取　　　組

・中高年層を対象にスマートフォンの利活用、
安全なインターネット利用方法等に関する体験
型教室を実施する。
・中小規模事業者を対象に、事業所における日
常対策、ランサムウェア等の被害発生から復旧
までを演習・体験するサイバー事案対処能力セ
ミナーを開催する。

県民の情報リテラシーが向上し、サイバー犯罪被害の
未然防止と安全・安心なサイバー空間が確保されるほ
か、県内企業のサイバー事案発生時における被害拡
大の防止が図られる。

R9

中高年齢層向けセミナー

中小企業向けセミナー
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

6,761 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R5
事業
終期

R7

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

高校生のネット犯罪被害・加害
ゼロ対策【警察本部生活安全
企画課】

家庭のネットルールづくり推進
【青少年・男女共同参画課】

民間事業者等との連携強化
【青少年・男女共同参画課】

取　　　組 R6 R7 R8 R9 R10

・インターネット利用の低年齢化が進む中、
家庭のルールづくりは浸透していない。
・高校生のほとんどがスマホを所有してい
るが、ネット犯罪被害・加害防止に向けた取
組は不十分。
・フィルタリングを含むネットリテラシー向
上のためには、携帯電話等販売事業者との
連携が不可欠。

・青少年とその保護者が、インターネットの使い方につ
いて話し合い、家庭のルールづくりを促すハンドブック
等の内容を充実させる。
・高校生がネット犯罪の被害者にも、加害者にもならな
いための知識を身に付ける研修会を開催する。

青少年とその保護者のネットモラル・リテラシーに
対する関心が向上し、インターネットを適切に利用
できる青少年の増加とともに、家庭のネットルール
づくりが推進され、青少年が安全・安心にネットを
利用できる社会が実現する。

青少年・男女共同参画課・
生活安全企画課

青少年が安全・安心にネットを利用できるようにするため、家庭のネットルールづくりが推進されるとともに、高校生のネット犯罪被害・加害ゼロ対策及び
民間事業者等との連携強化に取り組む。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

青少年のネットセーフティ加速化事業

暮らし・まち分野 安全・安心 環境政策部・警察本部 担当課等

ハンドブックの更新

広報

フィルタリング啓発

リーフレット作成

店頭での

配置

ハンドブックの更新

広報

高校生向け研修会

研修会成果

品作成

高校生向け研修会

研修会成果

品作成

店頭での

配置

フィルタリング啓発

リーフレット作成



令和６年度DX関連事業ロードマップ Ｎｏ． 49

分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

20,336 重点枠事業 ○ 将来対応分 ○
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

R10

DX推進課

デジタルデバイド対策事業

安全・安心暮らし・まち分野

どう変わるか

企画政策部

デジタル活用によって

担当課等

近年の急速なデジタル化の進展により、デジタル技術が身近にあることが当たり前となっているが、未だにデジタル技術の利便性を活用しきれていない人
が県内に数多く存在することから、デジタルデバイドの解消やデジタル技術の普及啓発により、誰もがデジタル化の恩恵を受けることができる社会の実現
を目指す。

現状・課題

社会のあらゆる場面でデジタル化が急
速に進行し、生活や仕事におけるデジタ
ル技術の活用は不可欠となっている
が、インターネットの利用やスマートフォ
ンの普及など、本県の情報化の進行は
全国に比べて遅れている。

県民のデジタル社会への対応
力向上

取　　　組

・県民のデジタル社会への対応力向上に向け、新
たなデジタル技術を体験できるイベントを開催す
る。
・高齢者や障害者がデジタル技術を利活用するた
めの講座や、サポーターの育成講座を開催する。

1人ひとりのニーズに合ったサービスの選択や、必
要な情報を必要なときに取得することができるこ
とで生活の利便性が向上し、デジタル化が進展す
る中にあっても誰もが安心・安全に暮らすことがで
きる社会が実現する。

R9R8R7R6

高齢者のデジタル技術利活用
の促進

障害者のデジタル技術利活用
の促進

デジタル体験創造フェア

フレイル予防対策

スマートフォンセミナー

デジタルサポーター育成

デジタル技術利活用講座

「ICTサポーター」育成

デジタル体験創造フェア デジタル体験創造フェア デジタル体験創造フェア デジタル体験創造フェア

フレイル予防対策 フレイル予防対策 フレイル予防対策 フレイル予防対策

スマートフォンセミナー スマートフォンセミナー スマートフォンセミナー スマートフォンセミナー

デジタルサポーター育成 デジタルサポーター育成 デジタルサポーター育成 デジタルサポーター育成

デジタル技術利活用講座 デジタル技術利活用講座 デジタル技術利活用講座 デジタル技術利活用講座

「ICTサポーター」育成 「ICTサポーター」育成 「ICTサポーター」育成 「ICTサポーター」育成
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

42,247 重点枠事業 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

R6

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

畜産課

特定家畜伝染病発生時における情報伝達をスムーズに行い、県対策本部、地方支部（県民局）、発生農場などの各防疫拠点における情報を一元管理し、関係
者間による閲覧や処理等を可能にする特定家畜伝染病防疫システムを構築する。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

特定家畜伝染病防疫システム構築事業

暮らし・まち分野 防災・危機管理 農林水産部 担当課等

特定家畜伝染病防疫システム
の構築

取　　　組 R6 R7 R8 R9 R10

・特定家畜伝染病発生時の各種情報の
伝達は、電話やメールを利用しており、
多方面からの情報が混在・錯綜し、情報
管理の一元性を確保できず、防疫措置
の進捗状況確認に、関係者の多大な労
力を要している。

・特定家畜伝染病について、発生農場などの各防
疫拠点における情報を一元管理し、関係者間によ
る閲覧や処理等を可能にする防疫システムを構築
する。

・情報伝達に係る多大な労力が軽減し、より迅速な
防疫対応が可能となるほか、情報の見える化やシス
テム化により、対応時のミスやトラブルの軽減、対
応後の検証等が容易になるなど、特定家畜伝染病
発生時における防疫対応のさらなる効率化が図ら
れる。

特定家畜伝染病防疫システム
の保守・メンテナンス

防疫システム構築

防疫システム運用開始（システム保守・メンテナンス）
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

9,180 重点枠事業 ○ 将来対応分 ○
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

R7R6

人的・物的支援円滑化ツール
の運用

防災情報取得アプリ導入・検証

・人口減少・高齢化によるマンパワー不
足等に伴う公助機能の低下により現行
の危機管理体制が維持できないことが
懸念される。
・災害発生時には、県民一人ひとりが自
らの命を守る行動をとる必要がある
が、人口減少・高齢化により、いざとい
うときに自力で安全な場所に逃げるこ
との難しい人が、増える可能性が懸念
される。

災害対応業務を支援するツー
ルの導入・検証

取　　　組

災害対応業務を支援するツール（マニュアルやアプ
リ等）の充実を図るとともに、災害時に必要な防災
に関する情報へのアクセス手段の多様化を図る。

人口減少や高齢化が進展する中においても、「公
助」の機能を低下させることなく、災害対応業務が
迅速かつ効果的に講じられるとともに、災害発生時
に県民一人ひとりが自らの命を守る「自助」の行動
をとることができる。

R9R8

防災危機管理課

人口減少時代の危機管理体制構築事業（防災危機管理課分）

防災・危機管理暮らし・まち分野

どう変わるか

危機管理局

デジタル活用によって

担当課等

人口減少・高齢化に対応した危機管理体制を強靭化していくために必要なツール等の整備に係る基本方針の策定、R５年度に開発した支援ツールの試行的
運用の開始、最寄りの避難所の位置情報等の防災情報が音声で取得できるアプリの試験導入

現状・課題

R10

ツール整備計画の検討

ツール整備計画の決定

整備計画に基づくツールの整備

アプリの有効性の検証

試行的運用を通じたブラッシュアップ

アプリ導入・検証（仮）
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

5,197 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R4
事業
終期

R6

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

R7R6

新たなＩＣＴ技術の普及

・本県の建設産業は、就業者の減少が著
しく、担い手不足が進行している。
・担い手不足対策のため、建設現場の生
産性向上に向けて、ＩＣＴの導入を進め
る必要がある。

社内体制の構築

取　　　組

ＩＣＴ活用工事を受注できる社内体制の構築に向
けた講習会等を開催するとともに、生産性向上に
必要となる新たなＩＣＴ技術に関する技術体験会や
セミナー等を実施する。

生産性向上に必要となるＩＣＴ技術の導入とともにＩ
ＣＴ活用工事を受注できる建設企業が増加し、担い
手不足が進行する中にあっても、本県建設業界の
持続的な発展につながる。

R9R8

監理課

あおもりＩＣＴ施工実践推進事業

インフラ暮らし・まち分野

どう変わるか

県土整備部

デジタル活用によって

担当課等

県内建設業における担い手不足に対応するため、建設現場における生産性の向上に向け、ＩＣＴ活用工事を受注できる体制を構築するとともに、生産性の
向上に必要となる新たなＩＣＴ技術を浸透させる。

現状・課題

R10

講習会

意見交換会

セミナー

技術体験会

セミナー・相談会
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

23,000 重点枠事業 ○ 将来対応分 ○
事業
始期

R5
事業
終期

R6

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

県内コンサルタント技術力向
上

取　　　組 R6 R7 R8 R9 R10

・近年では大雨・台風等による災害が激甚化・頻
発化しており、緊急を要する有事の際でも、人
手不足による対応の遅れが懸念されている。
・建設業の生産性向上については、これまでも
ICT施工の技術支援に取り組んできたが、県内
コンサルタントの人財不足、ノウハウ不足によ
り、３Dで測量・設計が行われず、ICT施工に繋
がっていない。

・職員自らUAV（ドローン）を活用できるよう、基礎知識
や操作技術の習得のための講習会を開催するととも
に、より技術力の向上を図るためUAV資格取得支援を
行う。
・県内コンサルタント向け「ＤＸ講習会」を開催し、企業へ
の３D測量・設計の導入促進を図る。

・災害時には、被害状況の迅速な把握と情報発信が可能
となるほか、蓄積された３Dデータを活用することによ
り、点検等の維持管理や災害の被害規模の把握等も可
能となる。
・県内コンサルタントのDX技術力の向上により、3Dに
よる設計施工が促進され、建設産業全体での生産性の
向上並びに魅力向上に繋がり、担い手不足の解消が図
られる。

整備企画課

建設現場における「ICT施工の拡大による生産性向上」を図るとともに、災害現場においても最新のデジタル技術等の活用による「情報共有の効率化・迅速
化」を図り、インフラ分野のＤＸを推進する

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

スマートAomoriコンストラクション推進事業

暮らし・まち分野 インフラ 県土整備部 担当課等

インフラ（防災）分野における
UAV・３Dデータ活用

①UAV測量実習

②UAV資格取得支援

③インフラ施設の３Dデータ化

R7も継続

④防災情報共有システムの機能強化

⑤インフラDX講習会

本格運用、市町村への展開を検討

R7も継続 業界団体へ移行予定
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

50,000 重点枠事業 将来対応分
事業
始期

R4
事業
終期

R8

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

スマートフォンを用いた舗装の
ＡＩ点検

青森県舗装長寿命化計画の策
定

取　　　組 R6 R7 R8 R9 R10

・県管理道路の延長が約3,６00㎞あ
り、５年間で舗装の路面調査を行ってお
り、高コストで長期間の調査を継続して
いる。
・デジタルを効率的に活用することで、
低コストで短期間に点検できる効率化
を図る必要がある。

ＡＩを活用し舗装損傷度を
把握する効率的な道路舗装
点検・管理手法を導入する。

危険箇所を事前に把握するＡＩ点検によって低コス
トかつ短期間での点検が可能となることに加え、
データを分析しAIを活用した予測手法を実践する
ことで、交通の安全性が向上し、効率的・効果的な
メンテナンスが実現する。

道路課

これまで県管理道路の全延長を５年間で点検していた舗装の路面調査について、これまでの知見とデジタル技術が融合したDXによって、効率的で低コスト
なＡＩ点検を実現し、詳細な点検データを活用したAIによる予測手法に基づき対策を行うことによって、本県道路施設の安全性の向上と効率的なメンテナ
ンスへの転換を図る。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

道路施設適正管理推進事業（道路舗装点検・管理業務のDX構築)

暮らし・まち分野 インフラ 県土整備部 担当課等

ＡＩ点検を導入し、効率的で効果的な路面メンテンナンスを実施

ＡＩ点検による事後保全から予防保全型舗装維持管理へ移行。より効率的・効果的
な舗装メンテナンスが実現。

長寿命化計画の策定

ＡＩ点検結果のデータベース化、長寿命化計画に基づく
予防保全型維持管理を推進するためのシステム設計。
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

20,750 重点枠事業 ○ 将来対応分 ○
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

横展開する環境整備の検討

デジタル実装支援

地域社会のデジタル化促進に
向けた環境整備

取　　　組 R6 R7 R8 R9 R10

暮らし・まち分野の取組については、庁
内においても取組が不足している。人口
減少が進む中でも、将来にわたって県民
の生活の質を維持・向上するためには、
暮らし・まち分野において、デジタルを
効果的に活用することを考えていく必
要である。

地域課題を調査し、地域の抱えるDXニーズを見
える化させ、市町村のデジタル実装に向けたロー
ドマップの作成を支援するとともに、デジタルを
活用したモデル事業の横展開を図る検討会を開
催する。

デジタル実装のモデル事例の創出とともに、横
展開を図ることで、地域課題解決に向けて、DX
やデータを活用した取組が定着し、人口減少が進
む中にあっても、本県における地域の利便性や
暮らしの質の向上に資する地域社会のDX化が
促進する。

DX推進課

本県における地域の利便性や暮らしの質の向上を目的とする地域社会のデジタル化（DX）促進に向け、その環境整備と地域の課題解決に資する市町村
の具体的な取組を支援し、本県全体でのDX対応を推進する。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

暮らし・まちのＤＸ創出基盤構築事業

暮らし・まち分野 その他 企画政策部 担当課等

①フィールドワーク

②実装モデル導入試験

現地研修会

①

②

検討会の実施
サービスの実装（仮）※検討結果がまとまり次第

フォーラム

県民集会

情報発信

フォーラム

県民集会

情報発信
より効果的な環境整備を検討

①

②

①

②

①

②
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

5,144 重点枠事業 ○ 将来対応分 ○
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

R7R6

電子収納の拡充に向けた検討

・電子入札については、建設工事分野での
み実施している。
・電子収納については、県税や建設業許可
申請手数料等の一部を除き、現金や県証
紙により公金収納されている。

電子入札の拡充に向けた検討

取　　　組

建設工事分野のみならず、物品や役務等の分
野における電子入札や、現金や証紙だけでな
く、キャッシュレス決済により公金収納が可能
となる電子収納を導入する。

入札業務に従事する職員の業務効率化や、入札に参
加する事業者の負担軽減につながるほか、多様な支
払方法が導入され、金融機関等に行く手間が省ける
など、県民サービスの向上が図られる。

R9R8

行政経営課

電子入札・電子収納導入調査事業

住民の利便性の向上行政経営分野

どう変わるか

総務部

デジタル活用によって

担当課等

職員の業務効率化、県民サービスの向上を図るため、電子入札・電子収納の拡充に向けた検討を行う。

現状・課題

R10

本運用内容検討

新技術の一部運用
新技術の運用

試験導入・内容検討 新技術の運用

先行運用内容検討
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

8,742 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

計画

実績

広報広聴課

ウェブ広報発信力向上事業

住民の利便性の向上行政経営分野

どう変わるか

企画政策部

デジタル活用によって

担当課等

県が発信する情報を若年世代をはじめとした多様な世代により幅広くアプローチし、県政への理解と県民一人ひとりの行動変容につなげるため、戦略的か
つ効果的なSNS広報を展開する。

現状・課題

県の広報活動に対し、若年世代での認
知度が低い状況にあり、若年世代で利
用率が高いSNS広報の発信力強化が
求められる。

広報広聴課SNSアカウントの
発信力向上

取　　　組

専門家による分析・助言を踏まえつつ、YouTube
やX（旧ツイッター）などのデジタルプラットフォー
ムを活用した県政情報を発信する。

R9R8R7R6

SNS広報をレベルアップすることで、若年世代をは
じめとした多様な世代へ戦略的・効果的なアプロー
チが可能となり、県民の県政への理解が深まるとと
もに、県民一人ひとりの行動変容につながる。

R10

専門家の分析・助言を

踏まえSNSで情報発信
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

68,997 重点枠事業 ○ 将来対応分 ○
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

健康管理のDX

給与管理のDX

人事管理のDX
　②職員調書の電子化等

取　　　組 R6 R7 R8 R9 R10

・内部管理業務は、いまだに紙媒体によるものが
多く、システムへの手入力や郵送・仕分けの事務負
担が大きい。
・人事・給与に関しては複数のシステムが乱立して
おり、各システムで同様の情報を入力している場
合があるなど、職員の利便性や効率性が悪い。
・職員の健診結果等を紙等で管理しているため、
複数年にまたがる健診結果等の一元管理が困難
となっており、健康管理が効果的に実施できてい
ない。

・在庁時間と時間外命令時間の一元管理を可能とする
職員証のICカード化、出退勤管理システムを導入する。
・職員調書を職員自身が随時確認・更新でき、その内容
を人事管理に活用できるよう電子化する。
・内部管理業務全体の最適化に向けた新給与システムを
導入する。
・健診データや面談記録等を一元管理する健康管理シス
テムを導入する。

内部管理業務のＤＸにより、職員の利便性向上や事務
の効率化が図られ、人的資源を政策分野に集中投資
することができる体制が構築される。

人事管理のDX
　①職員証のＩＣカード化等

人事課

内部管理業務（人事管理、給与管理、健康管理）についてDXを進め、職員の利便性向上や事務の効率化を図る。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

内部管理業務DX推進事業

行政経営分野 質の高い自治体運営 総務部 担当課等

関係課調整・方針整理・導入調査（本庁） 導入（本庁） 導入（出先）

方法調査・関連システムと連携調整 改修・本格運用

課題整理・仕様検討 業者選定・契約・開発・テスト・稼働

導入調査（出先）

追加調査・方針整理

・仕様確定
試行運用・本格運用

業者選定・契約

・開発
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

29,025 重点枠事業 ○ 将来対応分 ○
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

市町村課

市町村の業務プロセスをデジタル化し、市町村ＤＸの更なる推進を図るため、市町村が抱える共通課題の把握のための「意見交換会」とＤＸの理解促進と実装に
向けた「技術支援」に係る取組を実施する。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

市町村ＤＸ加速化推進事業
（市町村課分）

行政経営分野 質の高い自治体運営 総務部 担当課等

取　　　組 R6 R7 R8 R9 R10

・新型コロナウイルスを契機とし、デジタル
化が急速に進展するとともに、住民ニーズ
が複雑多様化している。
・市町村によって業務改革やデジタル化へ
の取組状況や意識に差がある。

現状における業務の可視化及びデジタル技術の
利用を前提とした業務見直しを推進する意見交
換会を実施するとともに、モデル自治体でのトラ
イアル実施を支援する。

市町村の行財政運営の適正化を図るため、活用可能なデ
ジタル技術の検討や担当職員の技術習得に留まらない、意
識改革を伴った業務見直しを推進することで、住民ニーズ
が複雑多様化する中にあっても住民の利便性の向上に資
する行政サービスを提供できる体制が構築される。（例：申
請手続きの簡略化・ワンストップ化、県内水道事業者の業
務効率化・顧客サービス向上）

モデル自治体でのトライアルの
実施（窓口改革等）

水道スマートメーターの導入
促進

その他の分科会の実施

実証実験実施

トライアル実施の支援

内容検討 検討会実施

内容

検討

検討会議開催
振り返

り

実証試験実施 実証試験実施

検討会議開催 取りまとめ

実施方法の検討
実施方法

の検討
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

432 重点枠事業 ○ 将来対応分 ○
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

財産管理課

県有財産管理業務デジタル化推進事業

質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

総務部

デジタル活用によって

担当課等

汎用コンピューターにより電算処理している公有財産管理システムについて、新システムを構築し、公有財産台帳のデジタル化により、地方公会計に係る固
定資産台帳等関係システムとの連携を進める。

現状・課題

現在公有財産台帳は紙で管理しており、
使用しているシステムは、運用開始から３
５年以上経過し維持管理が困難になりつ
つあること、固定資産台帳等類似業務が
整備されていること、汎用コンピューター
の廃止が決定されたこと等から新システ
ムの構築が必要である。

デジタル化に向けた新システ
ムの構築・運用

取　　　組

公有財産台帳と固定資産台帳の一体化や、国
有資産等所在市町村交付金データベースとの
連携及び県有施設マネジメントシステムへの活
用等が可能となる新システムを導入する。

R9R8R7R6

デジタル化により、職員の報告・入力・集計業務の軽
減及び専用紙に係る等各種コストが削減されるほか、
他システムとの連携による業務の効率化及び県有施
設の総合的かつ計画的な管理を行うことが可能とな
る。

R10

先進地

調査

課題

整理
基本方針決定

システム

基本設計
システム詳細設計

基本方

針検討
システム導入・運用
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

2,377 重点枠事業 将来対応分
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

R8 R9

財産管理課

営繕工事にICTや新技術を活用し、設計、施工、維持管理の各段階において生産性の向上を図る。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

営繕業務デジタル化推進事業

行政経営分野 質の高い自治体運営 総務部 担当課等

R10

建設業の就業者減少及び高齢化に伴い、建設需
要に対して慢性的な担い手不足と長時間労働が
課題となっており、このまま就業者減少が進むと
供給が追いつかない状況となる。担い手不足が
進む一方で、建物及び設備の高度化、複雑化が
進み、生産性の向上と施設整備及び管理の効率
化が不可欠となる。

営繕工事のBIMの活用及び設計・施工・維持
管理の各段階におけるWEBによる現場監理
（遠隔臨場）の実践。
※BIM：コンピュータ上で建築情報モデルを構築するシ
ステム

BIMの活用することで、施設整備及び管理業務の円
滑化と効率化が図られるとともに、生産性が向上し、
担い手不足と長時間労働が解消される。

ICT・新技術の活用（BIM）

取　　　組 R6 R7

意見交換

BIM研修

仕様

決定

BIM活用指定・推奨仕

様の発注・納品
効果フィードバック、BIM継続使用、維持管理活用検討
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

47,640 重点枠事業 ○ 将来対応分 ○
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

R7R6

デジタル人財の育成・研修の
実施

市町村の情報システムの標準
化に向けた支援（個別訪問、定
期相談）

・多様化・複雑化している行政ニーズに
対して、県庁内の業務効率化が進んで
いない。
・県全体でＤＸを進めていくためには、
市町村のＤＸも促進する必要がある。

デジタル化に向けた技術の試
行

取　　　組

業務効率化に向けた新技術の試行を進めるととも
に、デジタル人財の育成に向けた研修を実施す
る。また、市町村の情報システムの標準化・共通化
や行政手続のオンライン化を支援する。

デジタル技術等を理解し、適切に活用することがで
きる人財が育成・確保され、行政ニーズが複雑化・
多様化する中にあっても、質の高い行政サービスが
提供できる。

R9R8

DX推進課

自治体DX推進事業

質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

企画政策部

デジタル活用によって

担当課等

・業務そのものの変革をめざす県庁ＤＸを強力に推進するため、部局横断で検討を行う分科会の運営、新技術等の試行を行うとともに、デジタル人財の育
成に向けた職員の研修体制を構築する。
・市町村DXの促進に向けて、情報システムの標準化に向けた支援のほか、電子申請システムを活用した行政手続オンライン化などを推進する。

現状・課題

R10

意向

調査
試行

振り

返り

内容

検討

研修

実施

振り

返り

支援

意向

調査
試行

振り

返り

意向

調査
試行

振り

返り

意向

調査
試行

振り

返り

意向

調査
試行

振り

返り

新技術の運用新技術の運用新技術の運用新技術の運用

内容

検討

振り

返り

研修の実施研修の実施研修の実施研修の実施

内容

検討

振り

返り

内容

検討

振り

返り

内容

検討

振り

返り

支援内容

検討
支援

支援内容

検討
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

4,793 重点枠事業 ○ 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

R8

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

調査やデータ利活用等に関す
る支援

ネットワークの形成及びデータ
の新たな利活用方法等の検討

・EBPMが推進されており、行政の施策
展開において、未利用分を含めたデー
タの効率的かつ効果的な利活用が必
要。
・そのためには、調査やデータ利活用に
関する専門的知識（リサーチデザイン
等）や、オープン化可能なデータの拡充
が必要。

・専門家等からなるネットワークを形成し、各部局
等が所管する未利用分を含めたデータについて、
新たな利活用方法等の検討を行う会議等を開催
する。
・サポートデスクを開設し、上記ネットワークを活用
しながら、各部局等が実施する調査やデータ利活
用等について、専門的知見からサポートを行う。

各部局等において、調査やデータ利活用等のスキ
ルが向上するとともに、所管データの新たな利活用
価値の創出によってデータイノベーションが図られ
ることにより、EBPMに基づく施策展開が進展し、
質の高い行政サービスが提供できるようになる。

取　　　組 R6 R7 R8 R9 R10

統計分析課

県各部局等が所管するあらゆるデータについて、リサーチデザインやデータ利活用に関するサポートを専門的視点から行うことにより、データの価値向上や
新たな価値を見出すデータイノベーションをもたらし、EBPMに基づく施策展開を推進する。
※EBPM：証拠に基づいた政策形成

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

政策形成データイノベーション推進事業

行政経営分野 質の高い自治体運営 企画政策部 担当課等

ネット

ワーク

形成

会議等開催

（3回程度）

成

果

ま

と

め

会議等開催

（3回程度）

成

果

ま

と

め

会議等開催

（3回程度）

成

果

ま

と

め

運用方針

等作成

サポー

トデス

ク開設

各部局等から随時相談受付・アドバイス

（EBPMのモデル的支援も実施）

振り

返り

振り

返り
振り

返り

事例集

作成
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

194 重点枠事業 将来対応分
事業
始期

H19
事業
終期

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

統計情報の加工・分析を通じ
た情報提供及び統計情報の整
備・拡充

統計情報を利活用できる人財
の育成

取　　　組 R6 R7 R8 R9 R10

・EBPMが推進されており、行政の施策
展開において、未利用分を含めたデー
タの効率的かつ効果的な利活用が必
要。
・行政職員等、地域課題解決の担い手の
統計データ利活用に関する知識・能力
が不足している。

・統計情報を加工・分析し、広く情報提供するとと
もに、「青い森オープンデータカタログ」における統
計情報を整備・拡充する。
・統計情報を利活用できる人財の育成を図るオン
ライン講習や統計情報ゼミナール等を開催する。

データを利活用できる人財が増加するとともに、統
計情報の充実やオープンデータの拡充が図られる
ことにより、様々な分野におけるデータ利活用が進
展し、課題解決に向けた効果的な取組が各所で実
施される。

統計分析課

統計情報の利活用を推進するため、統計情報の加工・分析を通じた情報提供や、オープンデータカタログサイトの整備・拡充を行うとともに、ゼミナール等の
開催により統計情報を利活用できる人財の育成を図る。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

統計情報利活用推進事業

行政経営分野 質の高い自治体運営 企画政策部 担当課等

必要に応じて実施

随時実施
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

2,014 重点枠事業 将来対応分
事業
始期

R5
事業
終期

R6

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

R10

環境保全課

立入検査デジタル化事業

質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

環境生活部

デジタル活用によって

担当課等

・各環境法令に基づいて実施する立入検査業務の事務処理をデジタル化し、業務の効率化を図る。

現状・課題

R9R8R7R6

立入検査アプリの運用

・立入検査前の準備作業（基本情報の入
力、携行書類の準備）が多い。
・立入検査に使用する検査票について、
現場では紙の検査票に手書きで記録
し、帰庁後に改めてデータ入力する必要
があり、二度手間となっている。
・立入実績を整理するに当たり、各環境
管理部で整理方法が異なっている。

立入検査アプリの内製・改善

取　　　組

立入検査実施時に行う検査票へのデータ入力を、
タブレットを用いて現地で行うことができるアプリ
を構築・運用する。

各環境法令に基づいて実施する立入検査時の準備
から検査後の一連の業務に係る効率化が図られ
る。

新技術の運用

アプリ

作成
アプリの改善
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

22,179 重点枠事業 将来対応分
事業
始期

R5
事業
終期

R7

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

R7R6

仮想化環境（ガバメントクラウ
ド）への移行

新システムへのデータ移行、職
員研修等

各都道府県、市の判断でシステムの機能
を設計して運用しており、制度改正の都
度、各自治体がシステム修正の要否を判
断して、個別に改修を実施する必要があ
る。

ベンダー選定、標準仕様書準
拠システム改修

取　　　組

各自治体が同じ仕様となる標準準拠システム
の運用を仮想化環境（ガバメントクラウド）上で
実施する。

制度改正等によるカスタマイズ費用が削減するなど、
低コストな運用が実現するほか、各自治体間における
相互接続性や相互運用性が確保され、行政運営の効
率化とともに住民サービスの向上が図られる。

R9R8

健康福祉政策課

生活保護システム標準化移行事業

質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

健康福祉部

デジタル活用によって

担当課等

令和3年9月1日に施行された「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」第8条に基づき、国が策定する標準仕様書に適合させるため、生活保護シ
ステムについて、標準準拠システムへの移行を行うもの。

現状・課題

R10

システム改修の実施

仮想化環境への移行

データ移行の実施

職員研修の実施

データ移行の実施

職員研修の実施

仮想化環境への移行
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

5,500 重点枠事業 将来対応分
事業
始期

R5
事業
終期

R7

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

R10

こどもみらい課

児童扶養手当システム標準化・共通化関連システム改修事業

質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

健康福祉部

デジタル活用によって

担当課等

令和3年9月1日に施行された「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」第8条に基づき、国が策定する標準仕様書に適合させるため、児童扶養
手当システムについて、標準準拠システムへの移行を行うもの。

現状・課題

各都道府県、市の判断でシステムの機能
を設計して運用しており、制度改正の都
度、各自治体がシステム修正の要否を判
断して、個別に改修を実施する必要があ
る。

ベンダー選定、標準仕様書準
拠システム改修

取　　　組

各自治体が同じ仕様となる標準準拠システム
の運用を仮想化環境（ガバメントクラウド）上で
実施する。

制度改正等によるカスタマイズ費用が削減するなど、
低コストな運用が実現するほか、各自治体間における
相互接続性や相互運用性が確保され、行政運営の効
率化とともに住民サービスの向上が図られる。

R9R8R7R6

仮想化環境（ガバメントクラウ
ド）への移行

新システムへのデータ移行、職
員研修等

システム改修の実施

仮想化環境への移行

データ移行の実施

職員研修の実施

システム仕様書の策定

ベンダー選定
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

4,864 重点枠事業 ○ 将来対応分 ○
事業
始期

R5
事業
終期

R7

概　　　　　　要

計画

実績

R7R6

・新型コロナウイルスを契機とし、デジタル
化が急速に進展するとともに、住民ニーズ
が複雑多様化している。
・市町村によって業務改革やデジタル化へ
の取組状況や意識に差がある。

選挙人名簿のＤＸ推進
（標準化されたシステムの理解
の促進及び活用法の検討）

取　　　組

選挙人名簿に関する業務について、標準化さ
れたシステムの利活用を図る説明会・検討会を
開催する。

市町村の行財政運営の適正化を図るため、活用可能なデ
ジタル技術の検討や担当職員の技術習得に留まらない、意
識改革を伴った業務見直しを推進することで、住民ニーズ
が複雑多様化する中にあっても住民の利便性の向上に資
する行政サービスを提供できる体制が構築される。(例：投
票時間の短縮による投票環境の改善、共通投票所等の設
置による選挙人の利便性の向上）

R9R8

選挙管理委員会事務局

市町村ＤＸ加速化推進事業
（選挙管理委員会事務局分）

質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

選挙管理委員会事務局

デジタル活用によって

担当課等

市町村の業務プロセスをデジタル化し、市町村ＤＸの更なる推進を図るため、市町村が抱える共通課題の把握のための「意見交換会」とＤＸの理解促進と実
装に向けた「技術支援」に係る取組を実施する。

現状・課題

R10

説明会

実施
新たな活用

法の検討

振り

返り

振
り
返
り

説明会・検討会

の実施
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

93,540 重点枠事業 ○ 将来対応分 ○
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

総務学事課・職員福利課・警務課

ペーパーレス化等による行政事務全体の効率化を進めるために電子決裁機能付き文書管理システムを導入し、働き方改革や県民サービスの向上を図る。
また、電子決裁導入の進捗と歩調を合わせた公印の電子化や、既存紙文書の経年劣化や紛失、誤廃棄防止に資するデジタル化に関する検討等を行う。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

公文書のデジタル化推進事業

行政経営分野 質の高い自治体運営 総務部・教育庁・警察本部 担当課等

取　　　組 R6 R7 R8 R9 R10

・本県では起案が紙で行われ、決裁等に
時間を要していることに加え、行政事務
を電子で完結することができず、紙と電
子が混在している。
・複雑化、高度化する行政課題に対応す
る必要がある。

電子決裁機能付き文書管理システム導入のほか、
公印や既存文書の電子化を実施する。

どこにいても収受、起案、決裁等の文書事務を行う
ことが可能となり、働き方改革が推進されるほか、
行政事務全体の電子化に伴う業務改革により、業
務効率等の向上が図られ、持続可能で質の高い行
政サービスの提供が可能となる。

電子決裁機能付き文書管理シ
ステムの導入

公印の電子化検討
（知事部局のみ）

既存文書のデジタル化検討
（知事部局のみ）

調達 構築

規程改正等検討 規程改正

試行運用

運用

他県

調査

等

環境整備 検証 運用

試行作業 環境整備・デジタル化作業
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

30,479 重点枠事業 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

R11

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

R7R6

ペーパレス会議システムの導
入

音声応答転送装置等の導入

膨大な書類の作成、煩雑な紙媒体によ
る事務手続、多くの時間を要する分析・
精査等、従来のやり方では複雑・多様化
する犯罪事象等への対応が困難になっ
てきている。

事件管理システムの導入

取　　　組

迅速かつ適切な犯罪捜査等を推進する各種システ
ム、装置を導入する。

警察業務のデジタル化を進めることで、本来業務
時間が確保され、捜査力の強化や警察行政サービ
スの向上が図られるとともに、サイバー空間や先端
技術の拡大、人口構造の変化等により、治安課題が
複雑・多様化する中にあっても、県民の安心で快適
な生活基盤が確保される。

R9R8

警務課

警察業務のデジタル化

質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

警察本部

デジタル活用によって

担当課等

サイバー空間や先端技術の拡大、人口構造の変化等により、複雑・多様化する治安課題に対し、迅速・適切に対応するため警察業務のデジタル化を進めるも
の。

現状・課題

R10

遠隔操作型小型よう撃捜査支
援装置の導入

動体検知分析システムの導入

銃砲等情報管理システムの導
入

運用調達・調整

運用調達・調整

基本設計・調達・開発 本格運用試行

基本設計・調達・開発 本格運用試行

基本設計・調達 本格運用試行

運用調達・調整
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

21,983 重点枠事業 将来対応分
事業
始期

R6
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

各デジタルツールの導入・活用
促進

R8

行政経営課

県庁版BPR加速化事業

住民の利便性の向上・質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

総務部

デジタル活用によって

担当課等

　「青森県行財政改革大綱～県庁大改革！いきいき働き、県民のために挑戦する県庁～」において、組織体制や業務の進め方、施策の内容といった県政運
営全般について、県民目線でゼロベースの見直しを行うなど、「県庁大改革」を行うこととしており、その中で、これまでの業務マネジメント改革や青森県庁
版ＢＰＲ（業務プロセス改革）などの徹底した業務改革の取組を継承・進化させるとともに、新たなデジタル技術を活用し、業務の効率化に向けた取組を加速
化していくこととしている。

現状・課題

R10R7R6

これまでの「青森県庁版ＢＰＲ」（令和元
年度～令和5年度実施）では、60業務
でＢＰＲに取り組み、16,843時間/年の
業務時間が削減。
一層のBPR（業務プロセス改革）の取組
の拡大が必要。

BPR等の業務改善支援

取　　　組

業務の効率化に向け、RPA、AI-OCR、AI会議録
（ログミーツ）、AIチャットボット、電子契約、
DocuWorks等のデジタルツールを活用する。

新たなデジタル技術を活用することで、更なる業務
の効率化や生産性向上が期待される。

R9

実施

実施（新たなデジタルツール：順次導入）
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

176,289 重点枠事業 ○ 将来対応分 ○
事業
始期

R6
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

R7R6

紙を前提とした業務が中心となってお
り、また、自席以外での端末等を用いた
業務遂行が困難。

全庁LAN端末のモバイル化

取　　　組

全庁ＬＡＮ端末のモバイル化を順次進めるととも
に、ペーパーレス化や文書のデジタル管理を進め
る各種システムを導入するほか、全庁LANの無線
化や次期庁内ネットワークシステムの構築等を図
る。

モバイル端末を用いた事務処理等を促進するとと
もに、会議・レク等のペーパーレスやオンライン会議
等の導入により、紙を前提とした従来の業務から脱
却する。また、執務室等の無線LAN化、全職員を対
象としたテレワーク環境の整備等により、場所を選
ばず業務遂行・働き方が可能となる。

R9R8

行政経営課

県庁スマートワーク推進事業

住民の利便性の向上・質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

総務部

デジタル活用によって

担当課等

　県の施策をこれまで以上に効果的・効率的に推進するため、組織体制の強化を図るとともに、業務そのものの変革をめざす県庁ＤＸを強力に推進していく
ことが必要である。
　県庁ＤＸの中でも、ＩＣＴを活用した時間や場所を選ばない柔軟な働き方で、組織や個人の生産性を最大化することを目的に、新たな行政課題へ経営資源
を集中投入していくため、「県庁スマートワーク」を推進することが重要となる。
　そのため、電子決裁機能付き文書管理システムの導入、財務会計システムの更新等と歩調を合わせ、ペーパーレス化や会議のオンライン化、テレワークの拡
大など、時間や場所を選ばない柔軟な働き方により生産性向上を図るための環境整備を推進していく。

現状・課題

R10

ペーパーレス会議システムの
導入

オンライン会議システムの構築

一括調達端末を順次更新

順次導入（ライセンス確保）

検討 検証 試行 試行範囲拡大 本稼働



計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

執務室等の無線LAN化

業務変革を促すデジタルツー
ル等の導入

大型ディスプレイ設置
（会議室、部局長室）

次期庁内ネットワークシステム
の構築

全職員を対象としたテレワー
ク環境の整備

設置

順次導入

本庁会議室等

環境構築・導入 順次導入

全庁LAN更新

検討（次期ネットワーク環境） 更新 本格運用

順次導入

キントーン・ロゴチャット・WEB会議BOXなど
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

187,538 重点枠事業 ○ 将来対応分 ○
事業
始期

R5
事業
終期

R10

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

納税証明書の電子申請と電子
納税証明書の導入

手数料のキャッシュレス化
（電子申請分、窓口分）

R10

税務課

税務ＤＸ関連事業

住民の利便性の向上・質の高い自治体運営行政経営分野

どう変わるか

総務部

デジタル活用によって

担当課等

デジタル技術を活用し、県税分野の業務トランスフォーメーションを推進することで、県民の利便性向上と業務の効率化を図る。

現状・課題

県税に関する各種申請受付等の税務事
務は、対面や紙媒体での業務が一定程
度存在することから、納税者の負担軽
減や事務の効率化が課題となってい
る。

ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ（共同利用型）
への税務システムの移行

取　　　組

税務システムを更新するとともに、県税に関する
各種手数料等のキャッシュレス納付を実現できる
体制を構築する。

制度や運用の変更へのスムーズな対応とともに、県
税に関する各種申請受付を電子的に行うことが可
能となり、県民の負担軽減や利便性の向上、事務処
理の効率化やシステムの安定運用による生産性の
向上が期待できる。

R9R8R7R6

自動車税種別割納税確認自動
化システムの導入

不動産評価システムの活用

基本設計・調達・開発

運用

（大規模家屋用） 運用

システム

選定・導入

運用

運用（電子申請分）情報収集･検討・導入準備

運用

運用情報収集･検討・導入準備

（窓口分） 情報収集･検討・導入準備

（小規模家屋用） 情報収集･検討・導入準備 運用
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

139,700 重点枠事業 ○ 将来対応分 ○
事業
始期

R5
事業
終期

R8

概　　　　　　要

計画

実績

財務会計システムのDX化

・公金収納方法が指定金融機関の窓口払い
等に限定され、県民の利便性を欠いてい
る。
・物品調達に係る入札事務が原則対面で行
われており、事業者の負担となっている。
・財務帳票は紙媒体による運用としており、
業務非効率化の一因となっている。

・電子収納機能を導入する。
・電子入札（調達）機能を導入する。
・財務帳票の電子化及び電子決裁機能を導入す
る。

・県民は多様な決済手段を選択することができ、県
民の利便性が向上する。
・システム上で入札事務が完結するため、非対面で
の実施が実現でき、事業者の負担が軽減される。
・ペーパーレス化、業務の効率化が実現され、テレ
ワーク環境も整備されることから職員の多様な働
き方に対応することができる。

取　　　組 R6 R7 R8 R9 R10

会計管理課

県民サービスの向上、業務のＤＸ化の推進を図るため、財務会計事務のＤＸ化について検討を行い、最適な手法により導入する。

現状・課題 デジタル活用によって どう変わるか

財務会計システムDX推進事業

行政経営分野 住民の利便性の向上・質の高い自治体運営 出納局 担当課等

システ

ム調達
詳細設計・開発業務

操作研修

試

行

運

用

本運用
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分　　　　　　野 項目 担当部局

事　　業　　名
R6事業費
（千円）

1,687 重点枠事業 将来対応分
事業
始期

事業
終期

概　　　　　　要

計画

実績

計画

実績

計画

実績

R10

行政経営課

情報セキュリティ対策推進事業

情報セキュリティ対策行政経営分野

どう変わるか

総務部

デジタル活用によって

担当課等

　県民のプライバシー情報等を適切に取り扱う安全な電子県庁を実現するため、情報セキュリティポリシーに基づく適切なセキュリティ対策を実施する。

現状・課題

現状の情報セキュリティ対策では、各種
DX施策の推進による利便性・効率性等
の向上が一部進められない場合があ
る。

情報システムの強靭性向上

取　　　組

各種DX施策の推進に対応できるよう情報システ
ムの強靭性の向上や情報セキュリティ監査及び自
己点検を実施するとともに、職員向けのセキュリ
ティ研修を実施する。

情報セキュリティ対策レベルを維持・向上しつつ、新
たなデジタル技術の導入・活用が可能となり、現状
の情報セキュリティ対策のままでは進め難い各種
DX施策が推進できる体制が構築される。

R9R8R7R6

情報セキュリティ監査及び自
己点検の実施

情報セキュリティ研修の実施

継続実施

継続実施

継続実施


